
加入手続き
（送金・加入依頼書送付）

保険期間

中途加入

加入者票

申込は2025年4月4日（金）まで
毎月１５日締切、翌月1日付加入となります。

2025年5月1日午後４時から2026年5月1日午後４時まで

ご加入内容をご確認ください。
ご加入・更新いただく前に保険商品がご希望に合致した内容となっていることを再度ご確認ください。加入依頼書の記載事項等につきましては、パン
フレットＰ11記載の「ご加入内容確認事項（意向確認事項）」にそってご確認ください。ご不明な点等ございましたら、代理店ジャパン・リスク・マネジメ
ント株式会社までお問い合わせくださいますようお願いいたします。

◇お問い合わせ先

公益社団法人全国学習塾協会（受付:平日9：30-17：30）

〒170-0005　東京都豊島区南大塚3-39-2南大塚MTビル5F
TEL： 0３-６９１５-２２９３　FAX： ０３-６９１５-２２９４

◇代理店
ジャパン・リスク・マネジメント株式会社
TEL： ０３-５５４２-１９７８ （担当：松井、恩田）

◇引受保険会社
東京海上日動火災保険株式会社
［担当課］広域法人部　法人第二課
〒102-8014　東京都千代田区三番町6-4 
TEL： ０３-３５１５-４１５３

このパンフレットは、塾総合保険、交通乗用具搭乗中の傷害危険担保特約付帯傷害保険、サイバーリスク保険の概要をご紹介したものです。ご加入にあたって
は、必ず「重要事項説明書」をよくお読みください。詳細は、ご契約者である団体の代表者にお渡ししてあります保険約款によりますが、内容についてご不明な点
がある場合には、団体、代理店または保険会社までお問い合わせください。ご加入を申し込まれる方と被保険者が異なる場合は、このパンフレットの内容を被保
険者にご説明いただきますようお願い申し上げます。

2025年2月作成　24T-002217

5月中旬から下旬頃に発送となります。

ご加入手続きについて

加入対象者
全国学習塾協会の正会員の方で、主として未成年者を対象とする学習、珠算、書道、外国語、華道、茶道、ピア
ノ、絵画等の塾が対象となります。
※以下のような塾は対象とはなりませんのでご注意ください。
①野球、水泳、スキー、テニス等スポーツを指導するもの　　②もっぱら小学校就学前の乳幼児を対象とするもの
③主たる指導方法が通信教育によるもの　　④学校教育法が規定する学校、専修学校および各種学校
不登校児を対象とした全日制のクラスがある学習塾、一定の頻度で定期的にスポーツ指導を行う学習塾等、このような幅広
い活動をされている場合は個別にお引受けいたしますので、パンフレット記載のお問い合わせ先までご相談ください。

加入手続き
所定の加入依頼書及び払込取扱票に必要事項をご記入・ご捺印のうえ、お近くの郵便局あるいはゆうちょ
銀行から貴塾の保険料をご送金ください。
※送金手続きの締切（加入依頼書送付日締切）は、4月4日（金）です。送金されてから公益社団法人全国学習塾協会で着金を
確認するまでに約1週間かかりますのでご了承ください。加入依頼書は同封の返信用封筒にて団体宛てに送付ください。
ご加入後、加入内容変更や脱退される際は、変更日、脱退日前にご連絡ください。
※保険期間中、本契約の加入対象者でなくなった場合は脱退の手続きをいただく必要があります。
その際の連絡先は下記代理店までお願いいたします。

中途加入に
ついて

毎月1日付での加入が可能です。
その場合の送金手続きの締切日（加入申込締切）は、毎月補償開始月の前月15日となります。
（保険期間は2025年5月1日午後4時から2026年5月1日午後4時まで、中途加入の補償開始時刻は毎月1日午後4時となります。）

中途加入保険料
の計算式

塾総合保険、サイバーリスク保険：1名分の年間保険料 × 加入時に把握可能な最近の会計年度の塾生平均数 
× 未経過月数／12
（例）Bタイプに7月1日付けで生徒数100名の塾が加入する場合

1名分の年間保険料197円、未経過月数10ヶ月ですから、中途加入保険料は下記の通りとなります。
●197円×100名×10／12 ＝ 16,416.666⇒16,417円（１円未満四捨五入）

塾生の人数に
ついて

塾生の人数は、加入時の把握可能な最近の会計年度等の塾生名簿の平均数をもとにご加入ください。保険期間中の塾
生の人数による精算は原則として行いません。ご申告の塾生徒の人数が加入時に把握可能な最近の会計年度の実際の塾
生平均数の人数に不足していた場合には、申告された人数に基づく保険料と、把握可能な最近の会計年度等の実際の塾生
平均数に基づく保険料の割合により保険金が削減払いとなりますのでご注意ください。
※見込の生徒数ではありません。

加入者票に
ついて

5月中旬以降、加入塾には総合補償制度加入者票を順次発行いたします。
ご意向通りの加入内容になっているかをご確認ください。6月末までに加入者票が届かない場合は、お手数ですが団体窓
口にご連絡ください。

〒103-0027
東京都中央区日本橋1-14-7
明治安田生命江戸橋ビル9F 代理店は保険会社との委託契約に基づき、保険契約の締結・契約の管理業務等

の代理業務を行っております。 したがいまして、代理店との間で有効に成立したご
契約につきましては、保険会社と直接締結されたものとなります。

加入手続き・中途加入（含保険料）は、裏表紙「ご加入手続きについて」をご確認ください。

J.J.A.総合補償制度
ご加入のご案内

公益社団法人全国学習塾協会正会員の皆様へ

https://www.jja.or.jp/
https://www.facebook.com/gakusyujukukyoukai/

2025年度版

是非ご検討
ください！！

●塾の管理者責任など
●通塾中の自転車事故による塾生徒のケガも対象です。
●情報漏えい、サイバー攻撃等に備えることができます。

塾を取り巻
く

様々なリス
クへの

備えは万全

でしょうか
？

①塾総合保険 人格権侵害担保特約＋＋ 交通乗用具搭乗中の傷害危険
担保特約付帯傷害保険

②サイバーリスク保険
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スクールバス搭乗者の傷害事故
学習塾のスクールバス・乗用車に搭乗中の者が急激かつ偶然な外来の事故によって死傷した場合に、保険金をお支払
いします。（上記「塾の生徒の傷害事故」の保険金と重複して支払われます。）
※加入時に車両番号等で自動車を特定する必要があります。
※スクールバス・乗用車の定員数に基づき保険料を計算します。

塾総合保険

生徒が帰宅途中に自転車で転倒し、
ケガをしてしまった 

1. 様々な補償
学習塾経営者の法律上の賠償責任、塾生の行為による塾生・塾生の親権者その他の法定監督義務者の法
律上の賠償責任、塾生の事故によるケガ等様々な補償内容。

2. 割安な保険料
生徒数による割引適用で割安な保険料を実現。保険料は全額損金処理できます。　

3. 簡単な加入手続き
◆所定の加入依頼書にご記入・ご捺印のうえ、同封の返信用封筒にて団体宛にご送付ください。
◆保険料は所定の払込票にて郵便局、あるいはゆうちょ銀行から払い込みください。

※保険金をお支払いする主な場合、保険金をお支払いしない主な場合については、後記「補償の内容」をご確認ください。

塾総合保険は塾をとりまく様々な危険を補償する保険です。

保険期間中、次の事故によって、生徒や第三者の
身体に障害を与えたり、その財物を損壊したこ
とにより、塾または塾の経営者が法律上の賠償
責任を負った場合に保険金をお支払いします。
●塾の施設の所有、使用または管理に起因する事故
●塾の業務遂行（生徒の指導、監督等）に起因する事故
●人格権侵害担保特約：塾の業務等に伴う、
不当行為※によって発生した人格権侵害
について、塾または塾の経営者が法律上
の損害賠償責任を負担することによって
被る損害に対して、保険金を支払います。
※不当な身体の拘束、口頭または文書もしくは
図画等による表示 をいいます。

保険期間中、塾の管理下＊1にあるとき、
生徒が他の生徒や第三者の身体に障害を
与え、その財物を損壊したことにより生徒
またはその親権者等の法定監督義務者が
法律上の賠償責任を負った場合に保険金
をお支払いします。

塾の生徒が、塾の管理下＊1にある間、また
は塾と自宅との往復途上＊2にある間に、
急激かつ偶然な外来の事故によって死傷
した場合に、保険金をお支払いします。

塾の階段が突然損壊
し生徒がケガをした。

塾側が生徒の進路や学
校成績を不用意に発言
したことで、名誉またはプ
ライバシーを侵害したこと
による損害

＊1 塾の管理下とは・・・●塾の授業に出席している間（休憩時間を含みます）　●授業開始前または終了後で塾の施設内にいる間　●塾が主催または共催する模擬試験、合宿、保護者会等の行事に参加している間
＊2 塾と自宅との往復途上とは、自宅または学校から塾の管理下に入るまでの間および塾の管理下を離れて帰宅するまでの間をいいます。ただし、通常の経路を著しく逸脱した場合を除きます。

生徒が誤って他の生徒にぶつかり、
相手にケガをさせた

塾経営者の賠償責任 塾生徒・塾生徒の法定
監督義務者の賠償責任 塾生徒の傷害事故

特長

＊手術保険金のお支払額は、10倍（入院中の手術）または5倍（入院中以外の手術）となります。傷の処置や抜歯等お支払いの対象外の手術があります。（スクールバス・乗用車搭乗
中の傷害の場合）
※賠償事故の場合は、１事故につき免責金額1,000円を自己負担していただきます。
※「支払限度額」とは、事故が発生した場合に支払われる保険金の最高限度額です。
※塾生徒の賠償責任支払限度額は、対人賠償と対物賠償合わせて１事故につき適用されるものです。
※オプションを除く上記保険料（生徒数による割引30％適用）はこの保険にご加入いただいております全国の塾の総加入生徒数（１つの塾の生徒数ではありません。）が１，０００名以
上の場合です。総加入生徒数が１，０００名を下まわった場合「保険金額」「支払限度額」の引下げ等の変更をさせていただきますのでご了承ください。ただし、オプションの特約保険
料は変更の対象外です。

賠
償
事
故

傷
害
事
故

経営者の
賠償責任

塾生徒の
賠償責任

１名につき１億円　／　１事故につき１５億円

１名につき１00万円　／　１事故かつ保険期間中につき１億円

１事故につき１億円

１事故につき　２，０００万円

対人賠償支払限度額

A

対物賠償支払限度額

人格権侵害支払限度額

賠償責任支払限度額

死亡・後遺障害保険金額

入院保険金日額＊

通院保険金日額

B C

年間保険料（塾生１名につき）

５０万円

７５０円

500円

114円

100万円

１，５０0円

１，0０0円

１97円

200万円

３，００0円

2，００0円

３63円

D

300万円

４，５０0円

3，0０0円

529円

500万円

7，５０0円

5，0０0円

オプション
（特約）
スクールバス・
乗用車搭乗中の

傷害

定員１名につき

４，８２０円

（保険期間 1年）保険金額（支払限度額）と年間保険料

デイリーサポート 法律・税務・社会保険に関するお電話でのご相談や
毎日の暮らしに役立つ情報をご提供します。

ご注意ください
・ご相談のご利用は、保険期間中にご相談内容の事柄が発生しており、かつ現在に至るまで保険契約が継続している場合に限ります。
・ご相談の対象は、ご契約者、ご加入者および保険の対象となる方（法人は除きます。）、またはそれらの方の配偶者＊1・ご親族＊2の方（以下サービス対象者といいます。）
のうち、いずれかの方に日本国内で発生した身の回りの事象（事業活動等を除きます。）とし、サービス対象者からの直接の相談に限ります。
・一部の地域ではご利用いただけないサービスがあります。
・各サービスは、東京海上日動がグループ会社または提携会社を通じてご提供します。
＊1 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある方および戸籍上の性別が同一であるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。婚約とは異なります。
＊2 6親等以内の血族または3親等以内の姻族をいいます。

※サービスの内容は変更・中止となる場合があります。
※サービスのご利用にあたっては、グループ会社・提携会社の担当者が「お名前」「ご連絡先」「団体名」などを確認させていただきますのでご了承願います。

●受付時間（いずれも土日祝・年末・年始を除く）

0120-285-110

■税務相談   午後　2時～午後4時■暮らしの情報提供   午前10時～午後4時
午前10時～午後6時■法律相談 ■社会保険に関する相談

■法律・税務相談
提携の弁護士等が身の回りの法律や税金に関するご相談に電話でわかりやすくお応えしま
す。また、ホームページを通じて、法律・税務に関するご相談を24時間電子メールで受け付
け、弁護士等の専門家が電子メールでご回答します。

ホームページアドレス
www.tokiomarine-nichido.co.jp/contractor/service/consul/input.html
※弁護士等のスケジュールとの関係でご回答までに数日かかる場合があります。

■社会保険に関する相談
公的年金等の社会保険につい
て提携の社会保険労務士がわ
かりやすく電話でご説明します。

※社会保険労務士のスケジュー
ルとの関係でご回答までに数
日かかる場合があります。

■暮らしの情報提供
グルメ・レジャー情報・冠婚葬祭
に関する情報・各種スクール情
報等、暮らしに役立つ様々な情
報を電話でご提供します。

自動セット

法律

社会保険

税務

塾総合保険オプション（特約）をセットされた場合
「日頃の様々な悩み」から「もしも」のときまでバックアップ！
東京海上日動のサービス体制なら安心です！サービスのご案内
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スクールバス搭乗者の傷害事故
学習塾のスクールバス・乗用車に搭乗中の者が急激かつ偶然な外来の事故によって死傷した場合に、保険金をお支払
いします。（上記「塾の生徒の傷害事故」の保険金と重複して支払われます。）
※加入時に車両番号等で自動車を特定する必要があります。
※スクールバス・乗用車の定員数に基づき保険料を計算します。

塾総合保険

生徒が帰宅途中に自転車で転倒し、
ケガをしてしまった 

1. 様々な補償
学習塾経営者の法律上の賠償責任、塾生の行為による塾生・塾生の親権者その他の法定監督義務者の法
律上の賠償責任、塾生の事故によるケガ等様々な補償内容。

2. 割安な保険料
生徒数による割引適用で割安な保険料を実現。保険料は全額損金処理できます。　

3. 簡単な加入手続き
◆所定の加入依頼書にご記入・ご捺印のうえ、同封の返信用封筒にて団体宛にご送付ください。
◆保険料は所定の払込票にて郵便局、あるいはゆうちょ銀行から払い込みください。

※保険金をお支払いする主な場合、保険金をお支払いしない主な場合については、後記「補償の内容」をご確認ください。

塾総合保険は塾をとりまく様々な危険を補償する保険です。

保険期間中、次の事故によって、生徒や第三者の
身体に障害を与えたり、その財物を損壊したこ
とにより、塾または塾の経営者が法律上の賠償
責任を負った場合に保険金をお支払いします。
●塾の施設の所有、使用または管理に起因する事故
●塾の業務遂行（生徒の指導、監督等）に起因する事故
●人格権侵害担保特約：塾の業務等に伴う、
不当行為※によって発生した人格権侵害
について、塾または塾の経営者が法律上
の損害賠償責任を負担することによって
被る損害に対して、保険金を支払います。
※不当な身体の拘束、口頭または文書もしくは
図画等による表示 をいいます。

保険期間中、塾の管理下＊1にあるとき、
生徒が他の生徒や第三者の身体に障害を
与え、その財物を損壊したことにより生徒
またはその親権者等の法定監督義務者が
法律上の賠償責任を負った場合に保険金
をお支払いします。

塾の生徒が、塾の管理下＊1にある間、また
は塾と自宅との往復途上＊2にある間に、
急激かつ偶然な外来の事故によって死傷
した場合に、保険金をお支払いします。

塾の階段が突然損壊
し生徒がケガをした。

塾側が生徒の進路や学
校成績を不用意に発言
したことで、名誉またはプ
ライバシーを侵害したこと
による損害

＊1 塾の管理下とは・・・●塾の授業に出席している間（休憩時間を含みます）　●授業開始前または終了後で塾の施設内にいる間　●塾が主催または共催する模擬試験、合宿、保護者会等の行事に参加している間
＊2 塾と自宅との往復途上とは、自宅または学校から塾の管理下に入るまでの間および塾の管理下を離れて帰宅するまでの間をいいます。ただし、通常の経路を著しく逸脱した場合を除きます。

生徒が誤って他の生徒にぶつかり、
相手にケガをさせた

塾経営者の賠償責任 塾生徒・塾生徒の法定
監督義務者の賠償責任 塾生徒の傷害事故

特長

＊手術保険金のお支払額は、10倍（入院中の手術）または5倍（入院中以外の手術）となります。傷の処置や抜歯等お支払いの対象外の手術があります。（スクールバス・乗用車搭乗
中の傷害の場合）
※賠償事故の場合は、１事故につき免責金額1,000円を自己負担していただきます。
※「支払限度額」とは、事故が発生した場合に支払われる保険金の最高限度額です。
※塾生徒の賠償責任支払限度額は、対人賠償と対物賠償合わせて１事故につき適用されるものです。
※オプションを除く上記保険料（生徒数による割引30％適用）はこの保険にご加入いただいております全国の塾の総加入生徒数（１つの塾の生徒数ではありません。）が１，０００名以
上の場合です。総加入生徒数が１，０００名を下まわった場合「保険金額」「支払限度額」の引下げ等の変更をさせていただきますのでご了承ください。ただし、オプションの特約保険
料は変更の対象外です。

賠
償
事
故

傷
害
事
故

経営者の
賠償責任

塾生徒の
賠償責任

１名につき１億円　／　１事故につき１５億円

１名につき１00万円　／　１事故かつ保険期間中につき１億円

１事故につき１億円

１事故につき　２，０００万円

対人賠償支払限度額

A

対物賠償支払限度額

人格権侵害支払限度額

賠償責任支払限度額

死亡・後遺障害保険金額

入院保険金日額＊

通院保険金日額

B C

年間保険料（塾生１名につき）

５０万円

７５０円

500円

114円

100万円

１，５０0円

１，0０0円

１97円

200万円

３，００0円

2，００0円

３63円

D

300万円

４，５０0円

3，0０0円

529円

500万円

7，５０0円

5，0０0円

オプション
（特約）
スクールバス・
乗用車搭乗中の

傷害

定員１名につき

４，８２０円

（保険期間 1年）保険金額（支払限度額）と年間保険料

デイリーサポート 法律・税務・社会保険に関するお電話でのご相談や
毎日の暮らしに役立つ情報をご提供します。

ご注意ください
・ご相談のご利用は、保険期間中にご相談内容の事柄が発生しており、かつ現在に至るまで保険契約が継続している場合に限ります。
・ご相談の対象は、ご契約者、ご加入者および保険の対象となる方（法人は除きます。）、またはそれらの方の配偶者＊1・ご親族＊2の方（以下サービス対象者といいます。）
のうち、いずれかの方に日本国内で発生した身の回りの事象（事業活動等を除きます。）とし、サービス対象者からの直接の相談に限ります。
・一部の地域ではご利用いただけないサービスがあります。
・各サービスは、東京海上日動がグループ会社または提携会社を通じてご提供します。
＊1 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある方および戸籍上の性別が同一であるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。婚約とは異なります。
＊2 6親等以内の血族または3親等以内の姻族をいいます。

※サービスの内容は変更・中止となる場合があります。
※サービスのご利用にあたっては、グループ会社・提携会社の担当者が「お名前」「ご連絡先」「団体名」などを確認させていただきますのでご了承願います。

●受付時間（いずれも土日祝・年末・年始を除く）

0120-285-110

■税務相談   午後　2時～午後4時■暮らしの情報提供   午前10時～午後4時
午前10時～午後6時■法律相談 ■社会保険に関する相談

■法律・税務相談
提携の弁護士等が身の回りの法律や税金に関するご相談に電話でわかりやすくお応えしま
す。また、ホームページを通じて、法律・税務に関するご相談を24時間電子メールで受け付
け、弁護士等の専門家が電子メールでご回答します。

ホームページアドレス
www.tokiomarine-nichido.co.jp/contractor/service/consul/input.html
※弁護士等のスケジュールとの関係でご回答までに数日かかる場合があります。

■社会保険に関する相談
公的年金等の社会保険につい
て提携の社会保険労務士がわ
かりやすく電話でご説明します。

※社会保険労務士のスケジュー
ルとの関係でご回答までに数
日かかる場合があります。

■暮らしの情報提供
グルメ・レジャー情報・冠婚葬祭
に関する情報・各種スクール情
報等、暮らしに役立つ様々な情
報を電話でご提供します。

自動セット

法律

社会保険

税務

塾総合保険オプション（特約）をセットされた場合
「日頃の様々な悩み」から「もしも」のときまでバックアップ！
東京海上日動のサービス体制なら安心です！サービスのご案内
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1. 包括的な補償

2. あんしんサポート
＜緊急時ホットラインサービス（無料）＞
サイバーリスクに関するトラブルについて、24時間365日、専用窓口（フリーダイヤル）で直接ご支援します。

サイバー攻撃による運営阻害（賠償責任）や調査・データ消失時の復旧等（対応費用）を包括的に補償します。

3. 簡単な告知
簡単な告知（過去3年間の事故の有無のみ）でご加入いただけます（告知に該当した場合、加入できません）。

４. 独自の保険料体系
JJA総合補償制度の独自の保険体系で、塾生総数で保険料を算出します。

特長

保険の概要

サイバーリスク保険

サイバー攻撃は、手口が巧妙化しており、攻撃件数も今後さらに増加することが懸念されています。強固なセキュリティを構築して
も、サイバーリスクを完全に排除することは困難です。

サイバーリスクの脅威

外
部

内
部

情報資産 P C アプリ
ケーション

ネット
ワーク回線

＊ 「身代金」を支出したことによる被る損害は補償対象外です。

PC内のファイルを暗号化したり、PCをロックしたりすることで、業務継続を困難に
し、元に戻すことと引き換えに「身代金」＊を要求するマルウェアです。ランサムウェア

組織のウェブサイトに外部から侵入し、ウェブサイトの内容を書き換えてしまう攻撃
です。ウェブサイト改ざん

複数箇所から同時に大量の通信を発生させ、インターネットサイト等を利用できな
くする手法です。DDoS攻撃

PCやUSBメモリ・書類の盗難・紛失、またはメールを関係の無い社外の人に誤って
送信する等、組織内部の人間の過失により発生する事故です。

盗難・紛失/
メール誤送信

組織内部の人間が、個人情報や営業機密を社外に不正に持ち出す等の行為です。内部不正

主にマルウェア付きの電子メールを用いて特定の組織や個人を狙う攻撃です。標的型メール攻撃

●損害賠償責任に関する補償
コンピュータシステムの所有・使用・管理等に起因して発生した他人の事業の休止・阻害や情報の漏えいまたはそのおそれ、
人格権・著作権等の侵害等について、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害を補償します。

●サイバーセキュリティ事故対応費用に関する補償
情報の漏えい、サイバー攻撃等に起因して一定期間内に生じたサイバー攻撃対応費用・再発防止費用等や訴訟対応費用を
被保険者が負担することによって生じた損害を補償します。 ※保険金をお支払いする場合、お支払いする保険金等の詳細はP6～をご確認ください。

補償範囲イメージ

損害賠償責任
に関する補償

各種費用
に関する補償

検知 初動対応 事態収拾 再発防止

コールセンターの設置、記者会見、
見舞品の購入

再発防止策
の計画・実行

訴訟対応

④データ等復旧費用 ⑤その他事故対応費用
⑦再発防止費用

⑥訴訟対応費用

対策

争訟対応（弁護士費用等）

損害賠償

影響調査・初動対応 原因・被害調査

データ復元・
サイト復旧

①サイバー攻撃対応費用
②原因・被害範囲調査費用
③相談費用（弁護士費用、コンサルティ
ング費用、風評被害拡大防止費用）

被保険者が法律上の損害賠償責
任を負担することによる損害

1

2

事故時、加入者の対応が必要と想定される項目です。
保険金でお支払いの対象となる費用です。青  字

サイバー攻撃の
おそれ

サイバー攻撃の
確定

情報漏えい確定
・外部公表 提訴 収束

3,00０万円 ０円 17０円1億円
※上記保険料はこの保険にご加入いただいております全国の塾の総加入生徒数（１つの塾の生徒数ではありません。）が500名以上の場合です。総加入生徒数が500名を下まわっ
た場合は代わりに個別契約をご案内させていただきますのでご了承ください。

保険金額（支払限度額）と年間保険料
支払限度額

免責金額 年間保険料
(塾生1名につき)損害賠償責任に関する補償

（1請求・保険期間中）

サイバーセキュリティ事故
対応費用に関する補償
（1事故・保険期間中）

サイバーリスク保険のみ加入も可能！ 新設!

被保険者の範囲
記名被保険者
 （ご加入者）

加入依頼書記載の加入者様（全国学習塾協会の正会員の皆様）複数教室をお持ちの場合は事業者全体でご加入いただく必要があります
のでご注意ください。

被保険者 ・記名被保険者
・記名被保険者の役員または使用人（記名被保険者の業務に関する場合に限ります。）

複数の教室や施設をお持ちの方へ

サイバーリスク補償は事業者全体での加入が必要です。
一部の教室だけの加入はできませんのでご注意ください。

ご注意
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1. 包括的な補償

2. あんしんサポート
＜緊急時ホットラインサービス（無料）＞
サイバーリスクに関するトラブルについて、24時間365日、専用窓口（フリーダイヤル）で直接ご支援します。

サイバー攻撃による運営阻害（賠償責任）や調査・データ消失時の復旧等（対応費用）を包括的に補償します。

3. 簡単な告知
簡単な告知（過去3年間の事故の有無のみ）でご加入いただけます（告知に該当した場合、加入できません）。

４. 独自の保険料体系
JJA総合補償制度の独自の保険体系で、塾生総数で保険料を算出します。

特長

保険の概要

サイバーリスク保険

サイバー攻撃は、手口が巧妙化しており、攻撃件数も今後さらに増加することが懸念されています。強固なセキュリティを構築して
も、サイバーリスクを完全に排除することは困難です。
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＊ 「身代金」を支出したことによる被る損害は補償対象外です。

PC内のファイルを暗号化したり、PCをロックしたりすることで、業務継続を困難に
し、元に戻すことと引き換えに「身代金」＊を要求するマルウェアです。ランサムウェア

組織のウェブサイトに外部から侵入し、ウェブサイトの内容を書き換えてしまう攻撃
です。ウェブサイト改ざん

複数箇所から同時に大量の通信を発生させ、インターネットサイト等を利用できな
くする手法です。DDoS攻撃

PCやUSBメモリ・書類の盗難・紛失、またはメールを関係の無い社外の人に誤って
送信する等、組織内部の人間の過失により発生する事故です。
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メール誤送信

組織内部の人間が、個人情報や営業機密を社外に不正に持ち出す等の行為です。内部不正

主にマルウェア付きの電子メールを用いて特定の組織や個人を狙う攻撃です。標的型メール攻撃

●損害賠償責任に関する補償
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被保険者が負担することによって生じた損害を補償します。 ※保険金をお支払いする場合、お支払いする保険金等の詳細はP6～をご確認ください。
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コールセンターの設置、記者会見、
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対策

争訟対応（弁護士費用等）
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補償項目 保険金をお支払いしない主な場合保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金

死
亡

保
険
金

後
遺
障
害

保
険
金

入
院
保
険
金

通
院
保
険
金

傷
害

賠
償

被保険者（＊1）が日本国内において急激か
つ偶然な外来の事故（＊2）により身体に傷害
（＊3）を被り、事故の発生の日からその日を含
めて１８０日以内に死亡された場合。

死亡・後遺障害保険金額の全額をお支払いします。
※同一の被保険者について既に支払った後遺障害保険
金がある場合は、死亡・後遺障害保険金額から既に支
払った金額を控除した残額をお支払いします。

後遺障害の程度に応じて、死亡・後遺障害保険金額の４％
～１００％をお支払いします。
※保険期間（保険のご契約期間）を通じ合算して死亡・後
遺障害保険金額が限度となります。 

入院保険金日額に入院した日数（実日数）を乗じた額をお支払
いします。ただし、事故の発生の日からその日を含めて１８０日を経
過した後の入院に対しては入院保険金はお支払いできません。
また、支払対象となる「入院した日数」は、１８０日が限度となります。
※入院保険金が支払われる期間中、さらに別の傷害を被った場
合においても入院保険金は重複してはお支払いできません。

通院保険金日額に通院した日数（実日数）を乗じた額をお支
払いします。ただし、事故の発生の日からその日を含めて１８０
日を経過した後の通院に対しては、通院保険金はお支払い
できません。また、支払対象となる「通院した日数」は、９０日が
限度となります。
※入院保険金と重複してはお支払いできません。また、通院保
険金が支払われる期間中、さらに別の傷害を被った場合に
おいても通院保険金は重複してはお支払いできません。

※通院しない場合であっても、医師の指示により所定の部
位の骨折等によりギプス等を常時装着した日数について
も、「通院した日数」に含みます。

この保険では被保険者が負担する次の損害に対して約款
の規定にしたがい保険金をお支払いします。
①法律上の損害賠償金：法律上の損害賠償責任が発生
した場合において、被保険者が被害者に対して支払責
任を負う損害賠償金。賠償責任の承認および賠償金額
の決定にあたっては、事前に保険会社の同意が必要で
す。 
②争訟費用：損害賠償責任に関する訴訟や示談交渉に
おいて、被保険者が引受保険会社の同意を得て支出し
た弁護士費用、訴訟費用等
③緊急措置費用：被保険者が損害の防止軽減のために
必要な手段を講じた後に損害賠償責任がないことが判
明した場合において、応急手当、護送等緊急措置に要
した費用または引受保険会社の同意を得て支出したそ
の他の費用
④損害防止軽減費用：被保険者が他人から損害賠償を
受けることができる権利の保全・行使手続きまたは既に
発生した事故に係る損害の発生・拡大の防止のために
保険会社の同意を得て支出した必要または有益な費用
⑤協力費用：引受保険会社が被保険者に代わって損害
賠償請求の解決に当たる場合において、被保険者が引
受保険会社の求めに応じて協力するために支出した費
用保険金のお支払方法は次のとおりです
・上記①の損害賠償金については、その額から免責金
額を控除してご加入された支払限度額を限度に保険
金をお支払します。 

・上記②～⑤の費用については、原則としてその全額が
保険金のお支払い対象となります（支払限度額は適
用されません。）。ただし、上記②の争訟費用について
は①損害賠償金の額が支払限度額を超える場合は、
支払限度額の①損害賠償金に対する割合によって
削減してお支払いします。

被保険者（＊1）が日本国内において急激か
つ偶然な外来の事故（＊2）により身体に傷害
（＊3）を被り、事故の発生の日からその日を含
めて１８０日以内に後遺障害が生じた場合。

被保険者（＊1）が日本国内において急激かつ
偶然な外来の事故（＊2）により身体に傷害
（＊3）を被り、事故の発生の日からその日を含
めて180日以内に入院された場合。

被保険者（＊1）が日本国内において急
激かつ偶然な外来の事故（＊2）により
身体に傷害（＊3）を被り、事故の発生の
日からその日を含めて180日以内に通院
（往診を含みます。）（＊4）された場合。

（塾経営者の賠償責任） 塾施設の所
有・使用・管理または塾の業務遂行に
起因して、他人の身体に障害を与えた
り、他人の財物を損壊したことにより、
被保険者（塾または塾の経営者）が法
律上の賠償責任を負担することにより
損害を被った場合。ただし、保険期間中
に日本国内において発生した事故に限
ります。また、人格権侵害担保特約の
付帯により、塾施設の所有・使用・管
理または塾の業務遂行に伴う不当行
為によって発生した人格権侵害（＊5）
について、被保険者（塾または塾の経
営者）が法律上の賠償責任を負担する
ことにより損害を被った場合。ただし、保
険期間中に日本国内において不当行
為が行われた場合に限ります。
 （塾の生徒の賠償責任） 
塾の管理下における塾の生徒の行為
に起因する偶然な事故により、他人の
身体に障害を与えたり、他人の財物を
損壊したことにより、被保険者（塾の生
徒または塾の生徒の親権者その他の
法定監督義務者）が法律上の賠償責
任を負担することにより損害を被った場
合。ただし、保険期間中に日本国内に
おいて発生した事故に限ります。

●ご契約者、被保険者（保険の対象となる
方)や保険金受取人の故意または重大な
過失による傷害

●けんかや自殺行為・犯罪行為による傷害
●無免許運転、麻薬等を使用した状態での
運転、酒気帯び運転をしている間に生じた
傷害

●脳疾患、疾病、心神喪失による傷害
●妊娠、出産、早産または流産による傷害
●外科的手術等の医療処置（保険金が支払
われる傷害を治療する場合を除きます。）に
よる傷害
●地震もしくは噴火またはこれらによる津波に
よる傷害
●戦争、内乱、暴動等による傷害
●核燃料物質の有害な特性等による傷害
●むちうち症、腰痛等で医学的他覚所見のな
いもの

　　　　　　　　　　　　　　等

補償の内容
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事故の日からその日を含めて１８０日以内に死亡された場合
▶死亡・後遺障害保険金額の全額をお支払いします。
※既に支払われた後遺障害保険金がある場合は、死亡・後遺障害保険金額から既に支払われた
金額を差し引いた額をお支払いします。

事故の日からその日を含めて１８０日以内に身体に後遺障害が生じた場合
▶後遺障害の程度に応じて死亡・後遺障害保険金額の４％～１００％をお支払いします。
※保険期間を通じ合算して死亡・後遺障害保険金額が限度となります。
医師等の治療を必要とし、事故の日からその日を含めて１８０日以内に入院された場合
▶入院保険金日額に入院した日数（実日数）を乗じた額をお支払いします。ただし、事故の日からその
日を含めて１８０日を経過した後の入院に対してはお支払いできません。また、支払対象となる「入
院した日数」は、１事故について１８０日を限度とします。

※入院保険金が支払われる期間中、さらに別のケガをされても入院保険金は重複してはお支払い
できません。

治療を目的として、公的医療保険制度に基づく医科診療報酬点数表により手術料の算定対象と
して列挙されている手術（＊1）または先進医療（＊2）に該当する所定の手術を受けられた場合
▶入院保険金日額の１０倍（入院中の手術）または５倍（入院中以外の手術）の額をお支払いしま
す。ただし、１事故について事故の日からその日を含めて１８０日以内に受けた手術１回に限りま
す（＊3）。

（＊1）傷の処置や抜歯等お支払いの対象外の手術があります。
（＊2）「先進医療」とは、公的医療保険制度に定められる評価療養のうち、厚生労働大臣が定める

先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣が定める施設基準に適合する病院または診療所
等において行われるものに限ります。）をいいます（詳細については厚生労働省のホームページ
をご参照ください。）。なお、療養を受けた日現在、公的医療保険制度の給付対象になっている
療養は先進医療とはみなされません（保険期間中に対象となる先進医療は変動する可能性が
あります。）。

（＊3）１事故に基づくケガに対して入院中と入院中以外の両方の手術を受けた場合には、入院保
険金日額の１０倍の額のみお支払いします。

医師等の治療を必要とし、事故の日からその日を含めて１８０日以内に通院（往診を含みます。）され
た場合
▶通院保険金日額に通院した日数（実日数）を乗じた額をお支払いします。ただし、事故の日からその
日を含めて１８０日を経過した後の通院に対しては、お支払いできません。また、支払対象となる「通
院した日数」は、１事故について９０日を限度とします。

※入院保険金と重複してはお支払いできません。また、通院保険金が支払われる期間中、さらに別
のケガをされても通院保険金は重複してはお支払いできません。
※通院しない場合であっても、医師等の治療により所定の部位にギプス等（＊1）を常時装着した
日数についても、「通院した日数」に含みます。

（＊1）ギプス・キャスト、ギプスシーネ、ギプスシャーレ、副子・シーネ・スプリント固定、創外固定器、
PTBキャスト、PTBブレース、線副子等およびハローベストをいいます。

・地震・噴火またはこれらによる津波によっ
て生じたケガ
・保険契約者または保険の対象となる方の
故意または重大な過失によって生じたケ
ガ
・保険金の受取人の故意または重大な過
失によって生じたケガ（その方が受け取る
べき金額部分）
・保険の対象となる方の闘争行為、自殺行
為または犯罪行為によって生じたケガ
・無免許運転や酒気帯び運転をしている場
合に生じたケガ
・脳疾患、疾病または心神喪失によって生じ
たケガ
・妊娠、出産、早産または流産によって生じ
たケガ
・外科的手術等の医療処置（保険金が支
払われるケガを治療する場合を除きます。）
によって生じたケガ
・ピッケル等の登山用具を使用する山岳登
はん、ハンググライダー搭乗等の危険な運
動等を行っている間に生じた事故によって
被ったケガ
・自動車等の乗用具を用いて競技、試運
転、競技場でのフリー走行等を行っている
間に生じた事故によって被ったケガ
・むちうち症や腰痛等で、医学的他覚所見
のないもの
・極めて異常かつ危険な方法で交通乗用
具に搭乗している間のケガ

等

（＊1）傷害における被保険者は塾に在籍する生徒となります。
（＊2）保険証券記載の塾の管理下または塾と自宅との往復途上（学校から塾に向かう間を含みます。）にある間に生じた事故に限ります。
（＊3）上記傷害は、有毒ガスまたは有毒物質による急性中毒を含みます。ただし、細菌性食中毒およびウイルス性食中毒は含みません。なお、急激性、偶然性、外来性を欠くケースに

ついては、保険金お支払いの対象となりませんのでご注意ください。（職業病、テニス肩 等）

（＊4）約款に定める所定の状態となった場合、通院とみなされます。
（＊5）人格権侵害とは、他人の自由、名誉またはプライバシーの侵害をいいます。
（＊6）塾生徒賠償責任保険では、被保険者が家事使用人として使用する者が、被保険者の業務に従事中に被った身体障害については補償対象とします。

被保険者（保険の対象となる方）またはそのご家族が、既に他の保険で同種の保険商品をご契約されている場合には、補償が重複し、保険料が無駄になる場合があります。ご加
入にあたっては補償内容を十分ご確認ください。

上記傷害におけるケガには、有毒ガスまたは有毒物質による急性中毒を含みます。ただし、細菌性食中毒およびウイルス性食中毒は含みません。
なお、職業病、テニス肩のような急激性、偶然性、外来性いずれかまたはすべてを欠くケースについては、保険金お支払いの対象となりませんのでご注意ください。
●この保険の傷害事故補償、賠償事故補償部分は公益社団法人全国学習塾協会を保険契約者とし公益社団法人全国学習塾協会正会員等を被保険者とする塾総合保険団体
契約および、交通乗用具搭乗中の傷害危険担保特約付帯傷害保険団体契約により運営されています。したがいまして上表において、「保険契約者」は「公益社団法人全国学習
塾協会」、「被保険者」は「保険の対象となる方」と読み替えてご理解ください。
●加入内容を変更頂いてから1か月以内に保険金請求のご連絡をいただいた場合には、念のため、連絡先の担当者に、その旨お伝えいただきますようお願いいたします。

【交通乗用具搭乗中の傷害（特約）】
日本国内において加入者票記載の交通乗用具に搭乗中の急激かつ偶然な外来の事故によりケガをした場合に保険金をお支払いします。
保険金支払の対象となっていない身体に生じた障害の影響等によって、保険金を支払うべきケガの程度が重大となった場合は、東京海上日動は、その影響が
なかったときに相当する金額をお支払いします。詳細は、《お問い合わせ先》までご連絡ください。
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（塾経営者の賠償責任、人格権侵害担保特約共通）
●保険契約者または被保険者の故意 ●被
保険者が所有、使用または管理する財物の
損壊について、その財物に対し正当な権利を
有する者に対して負担する賠償責任●被保
険者の使用人が、被保険者の業務に従事中
に被った身体の障害に起因する賠償責任●
施設の修理、改造または取壊し等の工事に
起因する損害●航空機、昇降機、自動車もし
くは原動機付自転車または施設外における
船・車両(原動力がもっぱら人力である場合を
除きます。)　もしくは動物の所有、使用または
管理に起因する損害●塾の指導または助言
の結果に起因して塾の管理下にない間に塾
の生徒に発生した事故による損害 ●被保険
者の占有を離れた商品もしくは飲食物、また
は被保険者の占有を離れ施設外にあるその
他の財物による事故に起因する損害●地
震、噴火、洪水、津波または高潮●戦争、変
乱、暴動、騒じょうまたは労働争議●給排水
管、暖冷房装置、湿度調節装置、消火栓、業
務用もしくは家事用器具からの蒸気、水 等の
漏出、いっ出またはスプリンクラーからの内容
物の漏出、いっ出による財物の損壊●サイ
バー攻撃に起因する損害　等
（人格権侵害担保特約）
●最初の行為が保険期間の初日の前に行
われ、その継続または反復として行われた不
当行為●事実と異なることを知りながら、被
保険者によって、または被保険者の指図によ
り行われた不当行為●被保険者によって、ま
たは被保険者の了解もしくは同意に基づいて
行われた犯罪行為（過失犯を除きます。）
●被保険者による採用、雇用または解雇
に関して行われた不当行為●広告・宣伝
活動、放送活動または出版活動　等
（塾の生徒の賠償責任）
●保険契約者または被保険者の故意●
被保険者が所有、使用または管理する財
物の損壊について、その財物に対し正当
な権利を有する者に対して負担する賠償
責任●被保険者の使用人が、被保険者
の業務に従事中に被った身体の障害に
起因する賠償責任（＊6）●被保険者の
心神喪失に起因する賠償責任●被保険
者の、または被保険者の指図による暴
行、殴打に起因する賠償責任                     

等

塾総合保険

サイバーリスク保険

次の事由について、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損
害を補償します。＊1＊2
①ITユーザー行為に起因して発生した次のいずれかの事由（②および③を除きます。）
a.他人の事業の休止または阻害
b.磁気的または光学的に記録された他人のデータまたはプログラムの滅失または破
損（有体物の損壊を伴わずに発生したものに限ります。）
c.その他の不測の事由による他人の損失の発生

②情報の漏えいまたはそのおそれ
③人格権・著作権等の侵害（②を除きます。）
＊1 保険金をお支払いするのは、損害賠償請求が保険期間中になされた場合に限ります。
＊2 日本国外で発生した上記の事由について、被保険者が法律上の損害賠償責任を
負担することによって被る損害も補償対象となります。
日本国外での損害賠償請求、日本国外の裁判所に提起された損害賠償請求訴訟
も補償対象となります。

お支払いの対象となる損害

損害賠償責任に関する補償で引受保険会社がお支払いする保険金は、法律上の損
害賠償金については、ご加入時に設定した支払限度額（1請求・保険期間中ごとの設
定）が限度となります。また、損害賠償責任に関する補償でお支払いするすべての保険
金（本ページ記載の法律上の損害賠償金および費用）を合算して、ご加入時に設定し

た支払限度額（保険期間中）が限度となります。
この保険契約においてお支払いする保険金の額は、（1）損害賠償責任に関する補償、
（2）サイバーセキュリティ事故対応費用に関する補償でお支払いするすべての保険金を
合算して、上記の支払限度額（保険期間中）が限度となります。

支払限度額等

①法律上の損害賠償金
法律上の損害賠償責任が発生した場合において、被保険者が被害者に対して支払
責任を負う損害賠償金
※賠償責任の承認または賠償金額の決定前に引受保険会社の同意が必要となります。

②争訟費用
損害賠償責任に関する訴訟や示談交渉において、被保険者が引受保険会社の同

保険金をお支払いする場合

意を得て支出した弁護士費用、訴訟費用等（訴訟に限らず調停・示談等も含みます。）
③協力費用
引受保険会社が被保険者に代わって損害賠償請求の解決に当たる場合において、被
保険者が引受保険会社の求めに応じて協力するために支出した費用

【補償内容】
（1）損害賠償責任に関する補償[サイバーリスク特別約款（賠償責任担保条項）]

保険金をお支払いする主な場合 保険金をお支払いしない主な場合補償項目
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補償項目 保険金をお支払いしない主な場合保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金
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被保険者（＊1）が日本国内において急激か
つ偶然な外来の事故（＊2）により身体に傷害
（＊3）を被り、事故の発生の日からその日を含
めて１８０日以内に死亡された場合。

死亡・後遺障害保険金額の全額をお支払いします。
※同一の被保険者について既に支払った後遺障害保険
金がある場合は、死亡・後遺障害保険金額から既に支
払った金額を控除した残額をお支払いします。

後遺障害の程度に応じて、死亡・後遺障害保険金額の４％
～１００％をお支払いします。
※保険期間（保険のご契約期間）を通じ合算して死亡・後
遺障害保険金額が限度となります。 

入院保険金日額に入院した日数（実日数）を乗じた額をお支払
いします。ただし、事故の発生の日からその日を含めて１８０日を経
過した後の入院に対しては入院保険金はお支払いできません。
また、支払対象となる「入院した日数」は、１８０日が限度となります。
※入院保険金が支払われる期間中、さらに別の傷害を被った場
合においても入院保険金は重複してはお支払いできません。

通院保険金日額に通院した日数（実日数）を乗じた額をお支
払いします。ただし、事故の発生の日からその日を含めて１８０
日を経過した後の通院に対しては、通院保険金はお支払い
できません。また、支払対象となる「通院した日数」は、９０日が
限度となります。
※入院保険金と重複してはお支払いできません。また、通院保
険金が支払われる期間中、さらに別の傷害を被った場合に
おいても通院保険金は重複してはお支払いできません。

※通院しない場合であっても、医師の指示により所定の部
位の骨折等によりギプス等を常時装着した日数について
も、「通院した日数」に含みます。

この保険では被保険者が負担する次の損害に対して約款
の規定にしたがい保険金をお支払いします。
①法律上の損害賠償金：法律上の損害賠償責任が発生
した場合において、被保険者が被害者に対して支払責
任を負う損害賠償金。賠償責任の承認および賠償金額
の決定にあたっては、事前に保険会社の同意が必要で
す。 
②争訟費用：損害賠償責任に関する訴訟や示談交渉に
おいて、被保険者が引受保険会社の同意を得て支出し
た弁護士費用、訴訟費用等
③緊急措置費用：被保険者が損害の防止軽減のために
必要な手段を講じた後に損害賠償責任がないことが判
明した場合において、応急手当、護送等緊急措置に要
した費用または引受保険会社の同意を得て支出したそ
の他の費用
④損害防止軽減費用：被保険者が他人から損害賠償を
受けることができる権利の保全・行使手続きまたは既に
発生した事故に係る損害の発生・拡大の防止のために
保険会社の同意を得て支出した必要または有益な費用
⑤協力費用：引受保険会社が被保険者に代わって損害
賠償請求の解決に当たる場合において、被保険者が引
受保険会社の求めに応じて協力するために支出した費
用保険金のお支払方法は次のとおりです
・上記①の損害賠償金については、その額から免責金
額を控除してご加入された支払限度額を限度に保険
金をお支払します。 

・上記②～⑤の費用については、原則としてその全額が
保険金のお支払い対象となります（支払限度額は適
用されません。）。ただし、上記②の争訟費用について
は①損害賠償金の額が支払限度額を超える場合は、
支払限度額の①損害賠償金に対する割合によって
削減してお支払いします。

被保険者（＊1）が日本国内において急激か
つ偶然な外来の事故（＊2）により身体に傷害
（＊3）を被り、事故の発生の日からその日を含
めて１８０日以内に後遺障害が生じた場合。

被保険者（＊1）が日本国内において急激かつ
偶然な外来の事故（＊2）により身体に傷害
（＊3）を被り、事故の発生の日からその日を含
めて180日以内に入院された場合。

被保険者（＊1）が日本国内において急
激かつ偶然な外来の事故（＊2）により
身体に傷害（＊3）を被り、事故の発生の
日からその日を含めて180日以内に通院
（往診を含みます。）（＊4）された場合。

（塾経営者の賠償責任） 塾施設の所
有・使用・管理または塾の業務遂行に
起因して、他人の身体に障害を与えた
り、他人の財物を損壊したことにより、
被保険者（塾または塾の経営者）が法
律上の賠償責任を負担することにより
損害を被った場合。ただし、保険期間中
に日本国内において発生した事故に限
ります。また、人格権侵害担保特約の
付帯により、塾施設の所有・使用・管
理または塾の業務遂行に伴う不当行
為によって発生した人格権侵害（＊5）
について、被保険者（塾または塾の経
営者）が法律上の賠償責任を負担する
ことにより損害を被った場合。ただし、保
険期間中に日本国内において不当行
為が行われた場合に限ります。
 （塾の生徒の賠償責任） 
塾の管理下における塾の生徒の行為
に起因する偶然な事故により、他人の
身体に障害を与えたり、他人の財物を
損壊したことにより、被保険者（塾の生
徒または塾の生徒の親権者その他の
法定監督義務者）が法律上の賠償責
任を負担することにより損害を被った場
合。ただし、保険期間中に日本国内に
おいて発生した事故に限ります。

●ご契約者、被保険者（保険の対象となる
方)や保険金受取人の故意または重大な
過失による傷害

●けんかや自殺行為・犯罪行為による傷害
●無免許運転、麻薬等を使用した状態での
運転、酒気帯び運転をしている間に生じた
傷害

●脳疾患、疾病、心神喪失による傷害
●妊娠、出産、早産または流産による傷害
●外科的手術等の医療処置（保険金が支払
われる傷害を治療する場合を除きます。）に
よる傷害
●地震もしくは噴火またはこれらによる津波に
よる傷害
●戦争、内乱、暴動等による傷害
●核燃料物質の有害な特性等による傷害
●むちうち症、腰痛等で医学的他覚所見のな
いもの

　　　　　　　　　　　　　　等

補償の内容
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事故の日からその日を含めて１８０日以内に死亡された場合
▶死亡・後遺障害保険金額の全額をお支払いします。
※既に支払われた後遺障害保険金がある場合は、死亡・後遺障害保険金額から既に支払われた
金額を差し引いた額をお支払いします。

事故の日からその日を含めて１８０日以内に身体に後遺障害が生じた場合
▶後遺障害の程度に応じて死亡・後遺障害保険金額の４％～１００％をお支払いします。
※保険期間を通じ合算して死亡・後遺障害保険金額が限度となります。
医師等の治療を必要とし、事故の日からその日を含めて１８０日以内に入院された場合
▶入院保険金日額に入院した日数（実日数）を乗じた額をお支払いします。ただし、事故の日からその
日を含めて１８０日を経過した後の入院に対してはお支払いできません。また、支払対象となる「入
院した日数」は、１事故について１８０日を限度とします。

※入院保険金が支払われる期間中、さらに別のケガをされても入院保険金は重複してはお支払い
できません。

治療を目的として、公的医療保険制度に基づく医科診療報酬点数表により手術料の算定対象と
して列挙されている手術（＊1）または先進医療（＊2）に該当する所定の手術を受けられた場合
▶入院保険金日額の１０倍（入院中の手術）または５倍（入院中以外の手術）の額をお支払いしま
す。ただし、１事故について事故の日からその日を含めて１８０日以内に受けた手術１回に限りま
す（＊3）。

（＊1）傷の処置や抜歯等お支払いの対象外の手術があります。
（＊2）「先進医療」とは、公的医療保険制度に定められる評価療養のうち、厚生労働大臣が定める

先進医療（先進医療ごとに厚生労働大臣が定める施設基準に適合する病院または診療所
等において行われるものに限ります。）をいいます（詳細については厚生労働省のホームページ
をご参照ください。）。なお、療養を受けた日現在、公的医療保険制度の給付対象になっている
療養は先進医療とはみなされません（保険期間中に対象となる先進医療は変動する可能性が
あります。）。

（＊3）１事故に基づくケガに対して入院中と入院中以外の両方の手術を受けた場合には、入院保
険金日額の１０倍の額のみお支払いします。

医師等の治療を必要とし、事故の日からその日を含めて１８０日以内に通院（往診を含みます。）され
た場合
▶通院保険金日額に通院した日数（実日数）を乗じた額をお支払いします。ただし、事故の日からその
日を含めて１８０日を経過した後の通院に対しては、お支払いできません。また、支払対象となる「通
院した日数」は、１事故について９０日を限度とします。

※入院保険金と重複してはお支払いできません。また、通院保険金が支払われる期間中、さらに別
のケガをされても通院保険金は重複してはお支払いできません。
※通院しない場合であっても、医師等の治療により所定の部位にギプス等（＊1）を常時装着した
日数についても、「通院した日数」に含みます。

（＊1）ギプス・キャスト、ギプスシーネ、ギプスシャーレ、副子・シーネ・スプリント固定、創外固定器、
PTBキャスト、PTBブレース、線副子等およびハローベストをいいます。

・地震・噴火またはこれらによる津波によっ
て生じたケガ
・保険契約者または保険の対象となる方の
故意または重大な過失によって生じたケ
ガ
・保険金の受取人の故意または重大な過
失によって生じたケガ（その方が受け取る
べき金額部分）
・保険の対象となる方の闘争行為、自殺行
為または犯罪行為によって生じたケガ
・無免許運転や酒気帯び運転をしている場
合に生じたケガ
・脳疾患、疾病または心神喪失によって生じ
たケガ
・妊娠、出産、早産または流産によって生じ
たケガ
・外科的手術等の医療処置（保険金が支
払われるケガを治療する場合を除きます。）
によって生じたケガ
・ピッケル等の登山用具を使用する山岳登
はん、ハンググライダー搭乗等の危険な運
動等を行っている間に生じた事故によって
被ったケガ
・自動車等の乗用具を用いて競技、試運
転、競技場でのフリー走行等を行っている
間に生じた事故によって被ったケガ
・むちうち症や腰痛等で、医学的他覚所見
のないもの
・極めて異常かつ危険な方法で交通乗用
具に搭乗している間のケガ

等

（＊1）傷害における被保険者は塾に在籍する生徒となります。
（＊2）保険証券記載の塾の管理下または塾と自宅との往復途上（学校から塾に向かう間を含みます。）にある間に生じた事故に限ります。
（＊3）上記傷害は、有毒ガスまたは有毒物質による急性中毒を含みます。ただし、細菌性食中毒およびウイルス性食中毒は含みません。なお、急激性、偶然性、外来性を欠くケースに

ついては、保険金お支払いの対象となりませんのでご注意ください。（職業病、テニス肩 等）

（＊4）約款に定める所定の状態となった場合、通院とみなされます。
（＊5）人格権侵害とは、他人の自由、名誉またはプライバシーの侵害をいいます。
（＊6）塾生徒賠償責任保険では、被保険者が家事使用人として使用する者が、被保険者の業務に従事中に被った身体障害については補償対象とします。

被保険者（保険の対象となる方）またはそのご家族が、既に他の保険で同種の保険商品をご契約されている場合には、補償が重複し、保険料が無駄になる場合があります。ご加
入にあたっては補償内容を十分ご確認ください。

上記傷害におけるケガには、有毒ガスまたは有毒物質による急性中毒を含みます。ただし、細菌性食中毒およびウイルス性食中毒は含みません。
なお、職業病、テニス肩のような急激性、偶然性、外来性いずれかまたはすべてを欠くケースについては、保険金お支払いの対象となりませんのでご注意ください。
●この保険の傷害事故補償、賠償事故補償部分は公益社団法人全国学習塾協会を保険契約者とし公益社団法人全国学習塾協会正会員等を被保険者とする塾総合保険団体
契約および、交通乗用具搭乗中の傷害危険担保特約付帯傷害保険団体契約により運営されています。したがいまして上表において、「保険契約者」は「公益社団法人全国学習
塾協会」、「被保険者」は「保険の対象となる方」と読み替えてご理解ください。
●加入内容を変更頂いてから1か月以内に保険金請求のご連絡をいただいた場合には、念のため、連絡先の担当者に、その旨お伝えいただきますようお願いいたします。

【交通乗用具搭乗中の傷害（特約）】
日本国内において加入者票記載の交通乗用具に搭乗中の急激かつ偶然な外来の事故によりケガをした場合に保険金をお支払いします。
保険金支払の対象となっていない身体に生じた障害の影響等によって、保険金を支払うべきケガの程度が重大となった場合は、東京海上日動は、その影響が
なかったときに相当する金額をお支払いします。詳細は、《お問い合わせ先》までご連絡ください。
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（塾経営者の賠償責任、人格権侵害担保特約共通）
●保険契約者または被保険者の故意 ●被
保険者が所有、使用または管理する財物の
損壊について、その財物に対し正当な権利を
有する者に対して負担する賠償責任●被保
険者の使用人が、被保険者の業務に従事中
に被った身体の障害に起因する賠償責任●
施設の修理、改造または取壊し等の工事に
起因する損害●航空機、昇降機、自動車もし
くは原動機付自転車または施設外における
船・車両(原動力がもっぱら人力である場合を
除きます。)　もしくは動物の所有、使用または
管理に起因する損害●塾の指導または助言
の結果に起因して塾の管理下にない間に塾
の生徒に発生した事故による損害 ●被保険
者の占有を離れた商品もしくは飲食物、また
は被保険者の占有を離れ施設外にあるその
他の財物による事故に起因する損害●地
震、噴火、洪水、津波または高潮●戦争、変
乱、暴動、騒じょうまたは労働争議●給排水
管、暖冷房装置、湿度調節装置、消火栓、業
務用もしくは家事用器具からの蒸気、水 等の
漏出、いっ出またはスプリンクラーからの内容
物の漏出、いっ出による財物の損壊●サイ
バー攻撃に起因する損害　等
（人格権侵害担保特約）
●最初の行為が保険期間の初日の前に行
われ、その継続または反復として行われた不
当行為●事実と異なることを知りながら、被
保険者によって、または被保険者の指図によ
り行われた不当行為●被保険者によって、ま
たは被保険者の了解もしくは同意に基づいて
行われた犯罪行為（過失犯を除きます。）
●被保険者による採用、雇用または解雇
に関して行われた不当行為●広告・宣伝
活動、放送活動または出版活動　等
（塾の生徒の賠償責任）
●保険契約者または被保険者の故意●
被保険者が所有、使用または管理する財
物の損壊について、その財物に対し正当
な権利を有する者に対して負担する賠償
責任●被保険者の使用人が、被保険者
の業務に従事中に被った身体の障害に
起因する賠償責任（＊6）●被保険者の
心神喪失に起因する賠償責任●被保険
者の、または被保険者の指図による暴
行、殴打に起因する賠償責任                     

等

塾総合保険

サイバーリスク保険

次の事由について、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損
害を補償します。＊1＊2
①ITユーザー行為に起因して発生した次のいずれかの事由（②および③を除きます。）
a.他人の事業の休止または阻害
b.磁気的または光学的に記録された他人のデータまたはプログラムの滅失または破
損（有体物の損壊を伴わずに発生したものに限ります。）
c.その他の不測の事由による他人の損失の発生

②情報の漏えいまたはそのおそれ
③人格権・著作権等の侵害（②を除きます。）
＊1 保険金をお支払いするのは、損害賠償請求が保険期間中になされた場合に限ります。
＊2 日本国外で発生した上記の事由について、被保険者が法律上の損害賠償責任を
負担することによって被る損害も補償対象となります。
日本国外での損害賠償請求、日本国外の裁判所に提起された損害賠償請求訴訟
も補償対象となります。

お支払いの対象となる損害

損害賠償責任に関する補償で引受保険会社がお支払いする保険金は、法律上の損
害賠償金については、ご加入時に設定した支払限度額（1請求・保険期間中ごとの設
定）が限度となります。また、損害賠償責任に関する補償でお支払いするすべての保険
金（本ページ記載の法律上の損害賠償金および費用）を合算して、ご加入時に設定し

た支払限度額（保険期間中）が限度となります。
この保険契約においてお支払いする保険金の額は、（1）損害賠償責任に関する補償、
（2）サイバーセキュリティ事故対応費用に関する補償でお支払いするすべての保険金を
合算して、上記の支払限度額（保険期間中）が限度となります。

支払限度額等

①法律上の損害賠償金
法律上の損害賠償責任が発生した場合において、被保険者が被害者に対して支払
責任を負う損害賠償金
※賠償責任の承認または賠償金額の決定前に引受保険会社の同意が必要となります。

②争訟費用
損害賠償責任に関する訴訟や示談交渉において、被保険者が引受保険会社の同

保険金をお支払いする場合

意を得て支出した弁護士費用、訴訟費用等（訴訟に限らず調停・示談等も含みます。）
③協力費用
引受保険会社が被保険者に代わって損害賠償請求の解決に当たる場合において、被
保険者が引受保険会社の求めに応じて協力するために支出した費用

【補償内容】
（1）損害賠償責任に関する補償[サイバーリスク特別約款（賠償責任担保条項）]

保険金をお支払いする主な場合 保険金をお支払いしない主な場合補償項目
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費用の種類 定義 縮小支払
割合

支払限度額
各費用固有の
支払限度額

費用全体の
支払限度額

次の費用のうち、この保険契約において保険金支払の対象となる事由に起因して被保険者に対して提起された損害賠
償請求訴訟に対応するために直接必要なものをいいます。
ア．記名被保険者の使用人の超過勤務手当または臨時雇用費用
イ．記名被保険者の役員・使用人の交通費または宿泊費
ウ．増設コピー機のリース費用
エ．記名被保険者が自らまたは外部の実験機関に委託して行う事故の再現実験費用
オ．意見書・鑑定書の作成費用
カ．相手方当事者または裁判所に提出する文書の作成費用

【①法律上の損害賠償金】合計額から免責金額を差し引いた額に対して、保険金をお支払いします。
【②・③の費用】合計額に対して、保険金をお支払いします。

お支払いする保険金

保険金をお支払いする場合
下表記載の費用（その額および使途が社会通念上、妥当であるものに限ります。）
を被保険者が負担することによって生じた損害を補償します。保険金をお支払いす
るのは、被保険者がセキュリティ事故・風評被害事故を保険期間中に発見した場
合に限ります。
※a～gについては、事故対応期間内に生じたものに限ります。aについては固有
のお支払条件があります（P8（＊1）ご参照）。

＜セキュリティ事故とは＞
P6（１）損害賠償責任に関する補償における「保険金をお支払いする場合」①～③の
事由や、記名被保険者が使用・管理するコンピュータシステム（他人のためのコン

ピュータシステムを除きます。）に対するサイバー攻撃をいいます。ただし、本ページ以降に
記載のa.緊急対応費用およびb.サイバー攻撃対応費用については、記名被保険者が使
用・管理するコンピュータシステム（他人のためのコンピュータシステムを除きます。）に対す
るサイバー攻撃のおそれを含みます。
＜風評被害事故とは＞
セキュリティ事故に関する他人のインターネット上での投稿・書込みにより、記名被保険者
の業務が妨害されることまたはそのおそれをいいます。すべての風評被害を指すわけではな
いので、ご注意ください。

（2）サイバーセキュリティ事故対応費用に関する補償［サイバーリスク特別約款（サイバーセキュリティ事故対応費用担保条項）]
■「訴訟対応費用」以外の費用

訴訟対応費用の定義 縮小支払
割合

支払限度額
各費用固有の
支払限度額

費用全体の
支払限度額

セキュリティ事故・風評被害事故に対応するために直接必要な次の費用をいいます。（＊2）
ア．弁護士費用
弁護士報酬（個人情報の漏えいまたはそのおそれについて個人情報保護委員会またはその他
の行政機関に報告することを目的とするものを含みます。）をいいます。ただし、次のものを除きます。
（ア）保険契約者もしくは被保険者に雇用され、またはこれらの者から定期的に報酬が支払われて

いる弁護士に対して定期的に支払う報酬
（イ）刑事事件に関する委任にかかる費用
（ウ）「f.その他事故対応費用コ．損害賠償請求費用」の費用
イ．コンサルティング費用
セキュリティ事故・風評被害事故発生時の対策または再発防止策に関するコンサルティング費用
（個人情報の漏えいまたはそのおそれについて個人情報保護委員会またはその他の行政機関に
報告することを目的とするものを含みます。）

ウ．風評被害拡大防止費用
風評被害事故の拡大を防止するための費用（アおよびイを除きます。）

d.相談費用

e.コンピュータ
  システム
  復旧費用

f.その他
   事故対応費用

f.その他
   事故対応費用

100%

100%

次の費用をいいます。（＊2）なお、セキュリティ事故を発生させた不正行為者に対して支払う金銭等
を含みません。
ア．データ等復旧費用
セキュリティ事故により消失、破壊、改ざん等の損害を受けた、記名被保険者が使用または管理
するデータ・ソフトウェア・プログラム・ウェブサイトの復元・修復・再製作または再取得にかかる費用

イ．コンピュータシステム損傷時対応費用
セキュリティ事故により記名被保険者が管理するコンピュータシステムの損傷（機能停止等の使用
不能を含みます。以下同様とします。）が発生した場合に要した次の費用
（ア）コンピュータシステムのうち、サーバ・コンピュータおよび端末装置等の周辺機器（移動電話

等の携帯式通信機器・ノート型パソコン等の携帯式電子事務機器およびこれらの付属品を
除きます。）ならびにこれらと同一の敷地内に所在する通信用回線および配線にかかる修理
費用または再稼働するための点検・調整費用もしくは試運転費用

（イ）損傷したコンピュータシステムの代替として一時的に使用する代替物の賃借費用（敷金その
他賃貸借契約終了時に返還されるべき一時金および復旧期間を超える期間に対応する費
用を除きます。）ならびに代替として一時的に使用する仮設物の設置費用（付随する土地の
賃借費用を含みます。）および撤去費用

（＊1）サイバー攻撃が疑われる突発的な事象を被保険者が最初に発見した日の翌日から
30日以内、かつ、被保険者が緊急対応費用を負担する（支払が未済であっても業
者に発注・依頼済みの場合を含みます。）より前に、引受保険会社（東京海上日動
の緊急時ホットラインサービス（P13ご参照）を含みます。）にその事象についてご連
絡いただく必要があります。ご連絡がない場合は、その事象を最初に発見した日の翌
日から30日以内に生じた費用のみ補償対象となります。

（＊2）次のいずれかをいいます。
ア．公的機関（サイバー攻撃の被害の届出、インシデント情報の受付等を行っている
独立行政法人または一般社団法人を含みます。）からの通報

イ．記名被保険者が使用または管理するコンピュータシステムのセキュリティの運用
管理を委託している会社等からの通報・報告

（＊3）引受保険会社の書面による同意を得て支出するものに限ります。
（＊4）次のいずれかをいいます。

①公的機関に対する届出または報告等（文書によるものに限ります。）
②新聞、雑誌、テレビ、ラジオ、インターネットまたはこれらに準じる媒体による発表または報道
③被害者または被害法人に対する詫び状の送付
④公的機関からの通報

1請求・保険期間中
1,000万円100％

この保険契約において保険金支払の対象となる事由に起因して提起された被保険者に対する損害賠償請求訴訟について、被保険者が訴訟対応費用（その額および使途が社会通念
上、妥当であるものに限ります。）を負担することによって生じた損害を補償します。保険金をお支払いするのは、保険期間中に損害賠償請求がなされた場合に限ります。

保険金をお支払いする場合

損害額に縮小支払割合を乗じた金額を、下表「各費用固有の支払限度額」欄記載の金額を限度に保険金としてお支払いします。
※すべてのサイバーセキュリティ事故対応費用に対する保険金を合算して、下表「費用全体の支払限度額」欄記載の支払限度額が限度となります。免責金額は適用しません。
※この保険契約においてお支払いする保険金の額は、すべての保険金を合算して、損害賠償責任に関する補償の「支払限度額（保険期間中）」が限度となります。

お支払いの対象となる費用と支払限度額等

1請求・保険期間中
3,000万円

■訴訟対応費用

イ．交通費・宿泊費
セキュリティ事故に対応するために直接必要な記名被保険者の役員・使用人の交通費または宿
泊費

ウ．通信費・コールセンター委託費用等
セキュリティ事故に対応するために直接必要な通信費もしくは詫び状の作成費用または通信業
務をコールセンター会社に委託する費用。ただし、エに規定するものを除きます。

エ．個人情報漏えい通知費用
個人情報の漏えいまたはそのおそれが生じた場合において、被害者に対しその被害の発生状況
等を通知するために直接必要な費用または被害者に対する通知書もしくは詫び状の作成に直
接必要な費用

オ．社告費用
新聞・テレビ等のマスメディアを通じてセキュリティ事故に関する説明または謝罪を行うために支出
する費用（説明または謝罪を行うためのコンサルティング費用を含みます。）。ただし、社告費用以
外のその他事故対応費用に該当するものを除きます。

次のアからコの費用をいいます。ただし、a～e、ｇ、P8訴訟対応費用を除きます。
ア．人件費
セキュリティ事故に対応するために直接必要な記名被保険者の使用人の超過勤務手当または
臨時雇用費用

1事故・保険期間中
3,000万円

費用の種類 定義 縮小支払
割合

支払限度額
各費用固有の
支払限度額

費用全体の
支払限度額

セキュリティ事故に対応するための次の費用をいいます。ただし、サイバー攻撃のおそれに基づき対
応したにもかかわらず、結果としてサイバー攻撃が生じていなかった場合は、そのサイバー攻撃のおそ
れが外部通報（＊1）によって発見されていたときに支出する費用に限ります。
ア．コンピュータシステム遮断費用
サイバー攻撃またはそのおそれが発見されたことにより、コンピュータシステムの遮断対応を外部
委託した場合に支出する費用

イ．サイバー攻撃の有無確認費用
サイバー攻撃のおそれが発見されたことにより、サイバー攻撃の有無を判断するために支出する
費用。ただし、結果としてサイバー攻撃が生じていなかった場合は、外部機関へ調査を依頼する費
用に限ります。

セキュリティ事故の原因もしくは被害範囲の調査または証拠保全のために支出する費用をいいます。

b.サイバー攻撃
   対応費用

c.原因・被害範囲
   調査費用 1事故・保険期間中

3,000万円
※b.～d.で共有します。

各費用について、損害額に縮小支払割合を乗じた金額を、下表「各費用固有の支払限
度額」欄記載の金額を限度に保険金としてお支払いします。
※すべてのサイバーセキュリティ事故対応費用に対する保険金を合算して、下表「費用全

体の支払限度額」欄記載の支払限度額が限度となります。免責金額は適用しません。
※この保険契約においてお支払いする保険金の額は、すべての保険金を合算して、損
害賠償責任に関する補償の「支払限度額(保険期間中)」が限度となります。

お支払いの対象となる費用の種類と支払限度額等

1事故・
保険期間中
3,000万円

100%

100%

キ．法人見舞費用
セキュリティ事故の被害にあった法人に対する謝罪のために支出する見舞品の購入費用（保険
契約者または被保険者が製造または販売する製品については、その製造原価相当額に限りま
す。）。ただし、情報の漏えいまたはそのおそれの被害にあった法人に対して支出する費用につい
ては、公表等の措置（＊4）によりその情報の漏えいまたはそのおそれの事実が客観的に明らかに
なった場合に支出するものに限ります。

ク．クレジット情報モニタリング費用（＊3）
セキュリティ事故によりクレジットカード番号等がそのクレジットカードの所有者以外の者に知られ
た場合に、その不正使用を監視するために支出するモニタリング費用

ケ．公的調査対応費用
セキュリティ事故に起因して記名被保険者に対する公的調査が開始された場合に、被保険者が
その公的調査に対応するために要した次のいずれかに該当する費用
（ア）弁護士報酬（保険契約者もしくは被保険者に雇用され、またはこれらの者から定期的に報

酬が支払われている弁護士に対して定期的に支払う報酬および、刑事事件に関する委任
にかかる費用を除きます。）

（イ）通信費
（ウ）記名被保険者の役員・使用人の交通費または宿泊費
（エ）コンサルティング費用（＊3）
コ．損害賠償請求費用
記名被保険者が他人に対してセキュリティ事故に関する損害賠償請求を行うための争訟費用

1事故・保険期間中
1,000万円

100%

100%

90%

サイバー攻撃のおそれの発生時に、損害の発生または拡大の防止のために支出した必要かつ
有益な次の費用をいいます。ただし、サイバー攻撃が疑われる突発的な事象が発見されており、
かつ、その事象に基づき対応したにもかかわらず、結果としてサイバー攻撃が生じていなかった場
合にその対応に要した費用に限ります。
ア．コンピュータシステムの遮断対応を外部委託するための費用。ただし、b.サイバー攻撃対応費用
に該当するものを除きます。

イ．サイバー攻撃の有無を判断するために外部機関へ調査を依頼する費用。ただし、b.サイバー攻
撃対応費用に該当するものを除きます。

ウ．サイバー攻撃のおそれの原因もしくは被害範囲の調査または証拠保全にかかる費用
エ．サイバー攻撃のおそれに対応するために直接必要な次の費用
（ア）弁護士報酬（保険契約者もしくは被保険者に雇用され、またはこれらの者から定期的に報

酬が支払われている弁護士に対して定期的に支払う報酬を除きます。）
（イ）コンサルティング費用。ただし、セキュリティ事故の再発防止に関するコンサルティング費用を除きます。

a.緊急対応費用

被害法人１法人につき
5万円

1事故・
保険期間中
3,000万円

被害者1名につき
1,000円

カ．個人情報漏えい見舞費用（＊3）
公表等の措置（＊4）により個人情報の漏えいまたはそのおそれの事実が客観的に明らかになっ
た場合に、その被害者に対する謝罪のために支出する次の費用
（ア）見舞金
（イ）金券（保険契約者または被保険者が販売・提供する商品またはサービスに関するものを除き

ます。）の購入費用
（ウ）見舞品の購入費用（保険契約者または被保険者が製造または販売する製品については、そ

の製造原価相当額に限ります。）

同種のセキュリティ事故による損害の再発防止のために支出する必要かつ有益な費用をいい、
セキュリティ事故の再発防止を目的とした外部機関による認証取得にかかる費用・再発防止策
の結果または実施状況に関する報告書の作成費用を含みます（＊3）。
ただし、人格権・著作権等の侵害による損害の再発防止のために支出する費用、c.原因・被害
範囲調査費用、d.相談費用、e.コンピュータシステム復旧費用、およびセキュリティ事故の発生
の有無にかかわらず被保険者が支出する費用を除きます。

１事故・保険期間中
3,000万円90%g.再発防止費用

緊急対応費用で補償対象となる事故の例
●想定事故例
自社オンラインショップのレスポンスが突然悪化し、一時的にアクセスができない状態になった。サイバー攻撃が疑われたので、サイバー攻撃の有無の確認を外部業者に依頼した（調査
の結果、サイバー攻撃は発生していなかった。）。

●ご注意いただきたい点
•パソコンの恒常的な動作不良等、突発性のない事象に対応するための費用は補償対象外となります。
•保険金のご請求にあたっては、サイバー攻撃が疑われる突発的な事象の発生を客観的に示す情報のご提出が必要になります。

100%
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費用の種類 定義 縮小支払
割合

支払限度額
各費用固有の
支払限度額

費用全体の
支払限度額

次の費用のうち、この保険契約において保険金支払の対象となる事由に起因して被保険者に対して提起された損害賠
償請求訴訟に対応するために直接必要なものをいいます。
ア．記名被保険者の使用人の超過勤務手当または臨時雇用費用
イ．記名被保険者の役員・使用人の交通費または宿泊費
ウ．増設コピー機のリース費用
エ．記名被保険者が自らまたは外部の実験機関に委託して行う事故の再現実験費用
オ．意見書・鑑定書の作成費用
カ．相手方当事者または裁判所に提出する文書の作成費用

【①法律上の損害賠償金】合計額から免責金額を差し引いた額に対して、保険金をお支払いします。
【②・③の費用】合計額に対して、保険金をお支払いします。

お支払いする保険金

保険金をお支払いする場合
下表記載の費用（その額および使途が社会通念上、妥当であるものに限ります。）
を被保険者が負担することによって生じた損害を補償します。保険金をお支払いす
るのは、被保険者がセキュリティ事故・風評被害事故を保険期間中に発見した場
合に限ります。
※a～gについては、事故対応期間内に生じたものに限ります。aについては固有
のお支払条件があります（P8（＊1）ご参照）。

＜セキュリティ事故とは＞
P6（１）損害賠償責任に関する補償における「保険金をお支払いする場合」①～③の
事由や、記名被保険者が使用・管理するコンピュータシステム（他人のためのコン

ピュータシステムを除きます。）に対するサイバー攻撃をいいます。ただし、本ページ以降に
記載のa.緊急対応費用およびb.サイバー攻撃対応費用については、記名被保険者が使
用・管理するコンピュータシステム（他人のためのコンピュータシステムを除きます。）に対す
るサイバー攻撃のおそれを含みます。
＜風評被害事故とは＞
セキュリティ事故に関する他人のインターネット上での投稿・書込みにより、記名被保険者
の業務が妨害されることまたはそのおそれをいいます。すべての風評被害を指すわけではな
いので、ご注意ください。

（2）サイバーセキュリティ事故対応費用に関する補償［サイバーリスク特別約款（サイバーセキュリティ事故対応費用担保条項）]
■「訴訟対応費用」以外の費用

訴訟対応費用の定義 縮小支払
割合

支払限度額
各費用固有の
支払限度額

費用全体の
支払限度額

セキュリティ事故・風評被害事故に対応するために直接必要な次の費用をいいます。（＊2）
ア．弁護士費用
弁護士報酬（個人情報の漏えいまたはそのおそれについて個人情報保護委員会またはその他
の行政機関に報告することを目的とするものを含みます。）をいいます。ただし、次のものを除きます。
（ア）保険契約者もしくは被保険者に雇用され、またはこれらの者から定期的に報酬が支払われて

いる弁護士に対して定期的に支払う報酬
（イ）刑事事件に関する委任にかかる費用
（ウ）「f.その他事故対応費用コ．損害賠償請求費用」の費用
イ．コンサルティング費用
セキュリティ事故・風評被害事故発生時の対策または再発防止策に関するコンサルティング費用
（個人情報の漏えいまたはそのおそれについて個人情報保護委員会またはその他の行政機関に
報告することを目的とするものを含みます。）

ウ．風評被害拡大防止費用
風評被害事故の拡大を防止するための費用（アおよびイを除きます。）

d.相談費用

e.コンピュータ
  システム
  復旧費用

f.その他
   事故対応費用

f.その他
   事故対応費用

100%

100%

次の費用をいいます。（＊2）なお、セキュリティ事故を発生させた不正行為者に対して支払う金銭等
を含みません。
ア．データ等復旧費用
セキュリティ事故により消失、破壊、改ざん等の損害を受けた、記名被保険者が使用または管理
するデータ・ソフトウェア・プログラム・ウェブサイトの復元・修復・再製作または再取得にかかる費用

イ．コンピュータシステム損傷時対応費用
セキュリティ事故により記名被保険者が管理するコンピュータシステムの損傷（機能停止等の使用
不能を含みます。以下同様とします。）が発生した場合に要した次の費用
（ア）コンピュータシステムのうち、サーバ・コンピュータおよび端末装置等の周辺機器（移動電話

等の携帯式通信機器・ノート型パソコン等の携帯式電子事務機器およびこれらの付属品を
除きます。）ならびにこれらと同一の敷地内に所在する通信用回線および配線にかかる修理
費用または再稼働するための点検・調整費用もしくは試運転費用

（イ）損傷したコンピュータシステムの代替として一時的に使用する代替物の賃借費用（敷金その
他賃貸借契約終了時に返還されるべき一時金および復旧期間を超える期間に対応する費
用を除きます。）ならびに代替として一時的に使用する仮設物の設置費用（付随する土地の
賃借費用を含みます。）および撤去費用

（＊1）サイバー攻撃が疑われる突発的な事象を被保険者が最初に発見した日の翌日から
30日以内、かつ、被保険者が緊急対応費用を負担する（支払が未済であっても業
者に発注・依頼済みの場合を含みます。）より前に、引受保険会社（東京海上日動
の緊急時ホットラインサービス（P13ご参照）を含みます。）にその事象についてご連
絡いただく必要があります。ご連絡がない場合は、その事象を最初に発見した日の翌
日から30日以内に生じた費用のみ補償対象となります。

（＊2）次のいずれかをいいます。
ア．公的機関（サイバー攻撃の被害の届出、インシデント情報の受付等を行っている
独立行政法人または一般社団法人を含みます。）からの通報

イ．記名被保険者が使用または管理するコンピュータシステムのセキュリティの運用
管理を委託している会社等からの通報・報告

（＊3）引受保険会社の書面による同意を得て支出するものに限ります。
（＊4）次のいずれかをいいます。

①公的機関に対する届出または報告等（文書によるものに限ります。）
②新聞、雑誌、テレビ、ラジオ、インターネットまたはこれらに準じる媒体による発表または報道
③被害者または被害法人に対する詫び状の送付
④公的機関からの通報

1請求・保険期間中
1,000万円100％

この保険契約において保険金支払の対象となる事由に起因して提起された被保険者に対する損害賠償請求訴訟について、被保険者が訴訟対応費用（その額および使途が社会通念
上、妥当であるものに限ります。）を負担することによって生じた損害を補償します。保険金をお支払いするのは、保険期間中に損害賠償請求がなされた場合に限ります。

保険金をお支払いする場合

損害額に縮小支払割合を乗じた金額を、下表「各費用固有の支払限度額」欄記載の金額を限度に保険金としてお支払いします。
※すべてのサイバーセキュリティ事故対応費用に対する保険金を合算して、下表「費用全体の支払限度額」欄記載の支払限度額が限度となります。免責金額は適用しません。
※この保険契約においてお支払いする保険金の額は、すべての保険金を合算して、損害賠償責任に関する補償の「支払限度額（保険期間中）」が限度となります。

お支払いの対象となる費用と支払限度額等

1請求・保険期間中
3,000万円

■訴訟対応費用

イ．交通費・宿泊費
セキュリティ事故に対応するために直接必要な記名被保険者の役員・使用人の交通費または宿
泊費

ウ．通信費・コールセンター委託費用等
セキュリティ事故に対応するために直接必要な通信費もしくは詫び状の作成費用または通信業
務をコールセンター会社に委託する費用。ただし、エに規定するものを除きます。

エ．個人情報漏えい通知費用
個人情報の漏えいまたはそのおそれが生じた場合において、被害者に対しその被害の発生状況
等を通知するために直接必要な費用または被害者に対する通知書もしくは詫び状の作成に直
接必要な費用

オ．社告費用
新聞・テレビ等のマスメディアを通じてセキュリティ事故に関する説明または謝罪を行うために支出
する費用（説明または謝罪を行うためのコンサルティング費用を含みます。）。ただし、社告費用以
外のその他事故対応費用に該当するものを除きます。

次のアからコの費用をいいます。ただし、a～e、ｇ、P8訴訟対応費用を除きます。
ア．人件費
セキュリティ事故に対応するために直接必要な記名被保険者の使用人の超過勤務手当または
臨時雇用費用

1事故・保険期間中
3,000万円

費用の種類 定義 縮小支払
割合

支払限度額
各費用固有の
支払限度額

費用全体の
支払限度額

セキュリティ事故に対応するための次の費用をいいます。ただし、サイバー攻撃のおそれに基づき対
応したにもかかわらず、結果としてサイバー攻撃が生じていなかった場合は、そのサイバー攻撃のおそ
れが外部通報（＊1）によって発見されていたときに支出する費用に限ります。
ア．コンピュータシステム遮断費用
サイバー攻撃またはそのおそれが発見されたことにより、コンピュータシステムの遮断対応を外部
委託した場合に支出する費用

イ．サイバー攻撃の有無確認費用
サイバー攻撃のおそれが発見されたことにより、サイバー攻撃の有無を判断するために支出する
費用。ただし、結果としてサイバー攻撃が生じていなかった場合は、外部機関へ調査を依頼する費
用に限ります。

セキュリティ事故の原因もしくは被害範囲の調査または証拠保全のために支出する費用をいいます。

b.サイバー攻撃
   対応費用

c.原因・被害範囲
   調査費用 1事故・保険期間中

3,000万円
※b.～d.で共有します。

各費用について、損害額に縮小支払割合を乗じた金額を、下表「各費用固有の支払限
度額」欄記載の金額を限度に保険金としてお支払いします。
※すべてのサイバーセキュリティ事故対応費用に対する保険金を合算して、下表「費用全

体の支払限度額」欄記載の支払限度額が限度となります。免責金額は適用しません。
※この保険契約においてお支払いする保険金の額は、すべての保険金を合算して、損
害賠償責任に関する補償の「支払限度額(保険期間中)」が限度となります。

お支払いの対象となる費用の種類と支払限度額等

1事故・
保険期間中
3,000万円

100%

100%

キ．法人見舞費用
セキュリティ事故の被害にあった法人に対する謝罪のために支出する見舞品の購入費用（保険
契約者または被保険者が製造または販売する製品については、その製造原価相当額に限りま
す。）。ただし、情報の漏えいまたはそのおそれの被害にあった法人に対して支出する費用につい
ては、公表等の措置（＊4）によりその情報の漏えいまたはそのおそれの事実が客観的に明らかに
なった場合に支出するものに限ります。

ク．クレジット情報モニタリング費用（＊3）
セキュリティ事故によりクレジットカード番号等がそのクレジットカードの所有者以外の者に知られ
た場合に、その不正使用を監視するために支出するモニタリング費用

ケ．公的調査対応費用
セキュリティ事故に起因して記名被保険者に対する公的調査が開始された場合に、被保険者が
その公的調査に対応するために要した次のいずれかに該当する費用
（ア）弁護士報酬（保険契約者もしくは被保険者に雇用され、またはこれらの者から定期的に報

酬が支払われている弁護士に対して定期的に支払う報酬および、刑事事件に関する委任
にかかる費用を除きます。）

（イ）通信費
（ウ）記名被保険者の役員・使用人の交通費または宿泊費
（エ）コンサルティング費用（＊3）
コ．損害賠償請求費用
記名被保険者が他人に対してセキュリティ事故に関する損害賠償請求を行うための争訟費用

1事故・保険期間中
1,000万円

100%

100%

90%

サイバー攻撃のおそれの発生時に、損害の発生または拡大の防止のために支出した必要かつ
有益な次の費用をいいます。ただし、サイバー攻撃が疑われる突発的な事象が発見されており、
かつ、その事象に基づき対応したにもかかわらず、結果としてサイバー攻撃が生じていなかった場
合にその対応に要した費用に限ります。
ア．コンピュータシステムの遮断対応を外部委託するための費用。ただし、b.サイバー攻撃対応費用
に該当するものを除きます。

イ．サイバー攻撃の有無を判断するために外部機関へ調査を依頼する費用。ただし、b.サイバー攻
撃対応費用に該当するものを除きます。

ウ．サイバー攻撃のおそれの原因もしくは被害範囲の調査または証拠保全にかかる費用
エ．サイバー攻撃のおそれに対応するために直接必要な次の費用
（ア）弁護士報酬（保険契約者もしくは被保険者に雇用され、またはこれらの者から定期的に報

酬が支払われている弁護士に対して定期的に支払う報酬を除きます。）
（イ）コンサルティング費用。ただし、セキュリティ事故の再発防止に関するコンサルティング費用を除きます。

a.緊急対応費用

被害法人１法人につき
5万円

1事故・
保険期間中
3,000万円

被害者1名につき
1,000円

カ．個人情報漏えい見舞費用（＊3）
公表等の措置（＊4）により個人情報の漏えいまたはそのおそれの事実が客観的に明らかになっ
た場合に、その被害者に対する謝罪のために支出する次の費用
（ア）見舞金
（イ）金券（保険契約者または被保険者が販売・提供する商品またはサービスに関するものを除き

ます。）の購入費用
（ウ）見舞品の購入費用（保険契約者または被保険者が製造または販売する製品については、そ

の製造原価相当額に限ります。）

同種のセキュリティ事故による損害の再発防止のために支出する必要かつ有益な費用をいい、
セキュリティ事故の再発防止を目的とした外部機関による認証取得にかかる費用・再発防止策
の結果または実施状況に関する報告書の作成費用を含みます（＊3）。
ただし、人格権・著作権等の侵害による損害の再発防止のために支出する費用、c.原因・被害
範囲調査費用、d.相談費用、e.コンピュータシステム復旧費用、およびセキュリティ事故の発生
の有無にかかわらず被保険者が支出する費用を除きます。

１事故・保険期間中
3,000万円90%g.再発防止費用

緊急対応費用で補償対象となる事故の例
●想定事故例
自社オンラインショップのレスポンスが突然悪化し、一時的にアクセスができない状態になった。サイバー攻撃が疑われたので、サイバー攻撃の有無の確認を外部業者に依頼した（調査
の結果、サイバー攻撃は発生していなかった。）。

●ご注意いただきたい点
•パソコンの恒常的な動作不良等、突発性のない事象に対応するための費用は補償対象外となります。
•保険金のご請求にあたっては、サイバー攻撃が疑われる突発的な事象の発生を客観的に示す情報のご提出が必要になります。

100%
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１．補償の重複に関するご注意
○賠償責任を補償する特約等をご契約される場合で、被保険者またはそ
のご家族が、補償内容が同様の保険契約（他の保険契約にセットされ
る特約や弊社以外の保険契約を含みます。）を他にご契約されている
ときには、補償が重複することがあります。　　
○補償が重複すると、対象となる事故について、どちらのご契約からでも
補償されますが、いずれか一方のご契約からは保険金が支払われない
場合があります。補償内容の差異や保険金額をご確認のうえで、特約
等の要否をご検討ください（１契約のみにセットする場合、将来、そのご
契約を解約した時や、同居から別居への変更等により被保険者が補
償の対象外になったときなどは、補償がなくなることがありますので、ご
注意ください。）。

2．告知義務・通知義務等
（1）ご加入時における注意事項（加入依頼書等に関する注意事項等）
○保険制度は多数の人々が保険料を出しあって相互に補償しあう制度で
す。したがって、初めから保険金等のお支払いが発生するリスクが高い方
等が無条件にご加入されますと保険料負担の公平性が保たれません。

○このためご加入時には、告知義務（ご加入時に代理店または弊社に
重要な事項を申し出ていただく義務）があります（弊社代理店は弊社
に代わって告知を受領することができます。）。告知義務の内容等につ
いてはパンフレット等をご確認ください。特に健康状態に関する告知が
必要な商品については、被保険者となられる方の健康状態に応じて
お引受けを行っており、健康状態に関して告知いただいた内容によっ
てはお引受けをお断りさせていただくことがあります。健康状態に関す
る告知は必ず被保険者となられる方ご自身が事実をありのままに正確
にご回答ください。

○もし、故意または重大な過失によって、告知されなかったり、事実と違うこと
を告知された場合、申込日から５年以内であれば、弊社は「告知義務違
反」としてご加入を解除することがあります。ただし、「告知義務違反による
解除の期間に関する特約」がセットされている場合（約款に同内容の規
定がある場合を含みます）は、以下の取扱いとなります。
・保険期間が１年以内のご契約の場合：支払責任の開始日＊1から１年
以内に、①告知いただいた内容が不正確であることが判明した場合や
②保険金の支払事由が発生した場合に限り、「告知義務違反」として
ご加入を解除することがあります。
・保険期間が１年を超えるご契約の場合：支払責任の開始日＊1から２年
以内に、①告知いただいた内容が不正確であることが判明した場合や
②保険金の支払事由が発生した場合に限り、「告知義務違反」として
ご加入を解除することがあります。
＊1 ご契約を更新されている場合は、告知されなかったり、事実と違うこ
とを告知されたご契約の支払責任の開始日となります。

○ご加入を解除した場合には、たとえ保険金をお支払いする事由が発生し
ていても、保険金をお支払いすることはできません。ただし、「保険金支払
事由の発生」と「解除の原因となった事実」との因果関係がない場合は、
保険金お支払いの対象となります。

○なお、ご加入を解除させていただく場合以外にもご契約の締結状況によ
り保険金をお支払いできないことがあります。例えば、『現在の医療水準で
は治ゆが困難な病気・症状について、故意に告知をされなかった場合』等、
告知義務違反の内容が特に重大な場合、経過年数に関わらず、保険金
をお支払いできないことがあります。
○加入依頼書は保険契約申込書の一部を成します。
（2）ご加入後における留意事項（通知義務等）
○通知義務（ご加入後に加入内容に変更が生じた場合に代理店または弊
社に連絡していただきたい義務）や各種手続き等についてはパンフレット
等をご確認ください。ご連絡や手続き等がないと、ご加入を解除したり保
険金をお支払いできないこと等があります。

○ご連絡いただいた内容によっては、保険料が変更になることがあります。
なお、この場合には、加入依頼書等に記載の通知事項に内容の変更が
生じた時以降の期間に対して算出した保険料を請求または返還します。

（3）次回更新契約のお引受け
保険金請求状況等によっては、次回以降の更新のお引受けをお断りしたり、
引受条件を制限させていただくことがありますので予めご了承ください。
ご加入時に特定の疾病等について保険金をお支払いしない条件でお引受
けをした場合であっても、その保険商品の健康状態に関するすべての質問
事項について新たに告知いただくことで、更新にあたりその特定の疾病等を
保険金お支払いの対象とするご加入内容に変更できる場合があります。た
だし、新たにいただいた告知の内容により、お引受けをお断りさせていただく
ことや引受条件を制限させていただく場合がありますので、ご注意ください。

3．責任開始期
保険責任は、原則として、パンフレット等記載の保険期間の開始時から始まり
ます。ただし、保険の種類によっては、新規ご加入の場合、保険金お支払いの
対象とならない期間がありますので、詳しくは、パンフレット等にてご確認ください。

4．保険金をお支払いしない主な場合等
（1）始期前発病不担保の取扱い変更
（約款上、始期前発病不担保の規定のある疾病または介護を
保険金支払事由とする商品にかぎります）ご加入を更新され
てきた最初の保険契約（初年度契約といいます。）
ご加入を更新されてきた最初の保険契約（初年度契約といいます。）
の支払責任の開始日よりも前に被っているケガまたは病気・症状を

原因とする就業不能や入院等は保険金のお支払い対象とはなりま
せん。（始期前発病不担保といいます。)
ただし、初年度契約の支払責任の開始日よりも前に被っているケガ
または病気・症状を原因とする就業不能や入院等についても、初年
度契約の支払責任の開始日から１年＊2を経過した後に開始した就
業不能や入院等については、保険金のお支払い対象となります。
＊2 保険期間が１年を超えるご契約の場合は、２年となります。

（2）その他
パンフレット等をご確認ください。

5．保険会社破綻時の取扱い
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支払い
が一定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。詳細は後記〈引
受保険会社が経営破綻した場合等の取扱いについて〉等をご確認ください。

6．個人情報の取扱いについて
後記P12〈個人情報の取扱いに関するご案内〉をご確認ください。

7．新たな保険契約への乗換えについて
現在のご加入を解約、減額等をすることを前提に、新たな保険契約へ
のご加入をご検討される場合は、特に次の点にご注意ください。
①現在のご加入を解約、減額等される場合の不利益事項
○多くの場合、返れい金はお払込保険料の合計額より少ない額と
なります。特にご加入後短期間で解約されたときの返れい金は、
まったくないか、あってもごくわずかとなることがあります。

②新たな保険契約にご加入される場合のご注意事項
○新たにご加入の保険契約について、被保険者の健康状態等によりお断りし
たり、特定の疾病を補償対象外としてお引受けする場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険料については、保険期間（新たにご加入の
保険契約のご契約期間）の初日における被保険者の年齢等により計算され
る場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険料については、保険料の計算の基礎となる
予定利率・予定死亡率等が解約・減額される契約と異なる場合があります。

○新たにご加入の保険契約について告知をいただく際、告知されなかったり、事
実と異なることを告知されると告知義務違反としてご加入が解除され保険金
が支払われない場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険始期前に被ったケガまたは病気・症状に対
しては、保険金が支払われない場合があります。
現在のご加入を継続していれば保険金のお支払い対象となる場合でも、乗
換えで新たにご加入の保険契約ではお支払い対象にならないことがあります。

○新たにご加入の保険契約の保険期間の初日と支払責任の開始日が異なるこ
とがあります。（例えば、乗換えで新たにご加入の保険契約が「がん保険（1年契
約用）」である場合、保険期間の初日からその日を含めて90日を経過した日の翌
日の午前0時より前の期間については、保険金をお支払いできません。この期
間中に現在のご加入を解約するとがんの補償のない期間が発生します。）

8．被保険者からのお申し出による解約
被保険者からのお申し出によりその被保険者に係るご加入を解約できる
制度があります。制度および手続きの詳細については、パンフレット等記
載の問い合わせ先までお問い合わせください。本内容については、被保険
者となるご家族等の皆様にご説明くださいますようお願い申し上げます。

9．保険金のご請求・お支払いについて
（1）事故が発生した場合の手続き等

事故が発生した場合の手続き等についてはパンフレット等をご確認く
ださい。

（2）保険金請求書類
保険金のご請求にあたっては、約款に定める書類のほか、以下の
書類または証拠をご提出いただく場合があります。
・交通事故証明書、事故発生場所の管理者の事故証明等の事故が発生
したことまたは事故状況等を証明する書類または証拠
・住民票、戸籍謄本等の被保険者または保険の対象であることを確認する
ための書類または証拠
・弊社の定める傷害もしくは疾病の程度、治療内容および治療期間等を
証明するレントゲン・MRI等の書類または証拠、被保険者以外の医師の
診断書、領収書および診療報酬明細書等
・領収書等の被害が生じた物の価格を確認できる書類、被害が生じた物
の写真および見積書等の修理等に要する費用を確認できる書類または
証拠
・他の保険契約等の保険金支払内容を記載した支払内訳書等、当会社
が支払うべき保険金の額を算出するための書類または証拠
・弊社が保険金を支払うために必要な事項の確認を行うための同意書

（3）代理人からの保険金請求
被保険者に保険金を請求できない事情があり、保険金の支払を受け
るべき被保険者の代理人がいない場合は、被保険者の配偶者等の
ご家族のうち弊社所定の条件を満たす方が、被保険者の代理人とし
て保険金を請求できる場合があります。詳細は、パンフレット等記載の
問い合わせ先までお問い合わせください。本内容については、ご家族
の皆様にご説明くださいますようお願い申し上げます。

（4）賠償責任保険金等のお支払いについて
被保険者が賠償責任保険金等をご請求できるのは、費用保険金
を除き、次の①から③までの場合に限られます。
①被保険者が被害者に対して既に損害賠償としての弁済を行っ
ている場合
②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認
できる場合
③被保険者の指図に基づき、弊社から被害者に対して直接、保

１．商品の仕組みおよび引受条件等
（1）商品の仕組み

この保険は、団体をご契約者とし、団体の構成員等を被保険者（保
険の対象となる方または補償を受けることができる方をいいます。以
下同様とします。）とする団体契約です。保険証券を請求する権利、
保険契約を解約する権利等は原則としてご契約者が有します。
ご契約者となる団体や基本となる補償、ご加入者のお申出により任
意にご加入いただける特約等はパンフレット等に記載のとおりです。
この保険は、ご加入者が団体の構成員等であることを加入条件とし
ています。ご加入いただける保険の対象となる方ご本人の範囲等に
つきましては、パンフレット等をご確認ください。ご加入いただける保険
の対象となる方ご本人の範囲に該当しない方がご加入された場合、
ご加入を取消しさせていただくことがあります。

（2）補償の内容・保険期間（保険のご契約期間）
①保険金をお支払いする主な場合、②保険金をお支払いしない主な
場合、③保険期間等につきましては、パンフレット等をご確認ください。

（3）引受条件（保険金額等）
この保険での引受条件（保険金額等）は予め定められたご契約タイ
プの中からお選びいただくこととなります。ご契約タイプについての詳
細はパンフレット等をご確認ください。保険金額等の設定は、高額療
養費制度や労災保険制度等の公的保険制度を踏まえご検討くださ
い。公的保険制度の概要につきましては、金融庁のホームページ
（https://www.fsa.go.jp/ordinary/insurance-portal.html）等をご
確認ください。

２．保険料・払込方法
保険料はご加入いただくご契約タイプ等によって決定されます。保険料・
払込方法については、パンフレット等をご確認ください。

３．満期返れい金・契約者配当金
この保険には満期返れい金・契約者配当金はありません。

重要事項説明書（契約概要･注意喚起情報のご説明）

契約概要・注意喚起情報のご説明
●本説明書はご加入いただく保険に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細につきましては、ご契約者である団体の代表者の方にお渡し
しております保険約款によりますが、ご不明点等につきましてはパンフレット等記載の問い合わせ先までお問い合わせください。なお、主な保険約款については
弊社ホームページ（https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/service/yakkan.html）にも掲載しておりますので、必要に応じてご参照ください（ご契約によ
り内容が異なっていたり、ホームページに約款を掲載していない商品もあります。詳しくはパンフレット記載の問い合わせ先までお問い合わせください。）。
●契約概要はご加入いただく保険の商品内容をご理解いただくために特に重要な情報を記載したものです。ご加入いただく前に必ずお読みください。
●注意喚起情報はご加入いただく保険のお申込みをいただくに際して、お客様にとって不利益となる事項等、特にご注意いただきたい情報を記載したものです。
ご加入いただく前に必ずお読みください。

●ご家族等の方が被保険者（保険の対象となる方または補償を受けることができる方をいいます。）となる場合には、本説明書の内容をご説明いただきますよう
お願い申し上げます。
※パンフレットおよび加入依頼書控等、加入内容がわかるものを保管いただきますようお願いいたします。

団体保険にご加入いただくお客様へ（必ずお読みください）

注意喚起情報のご説明

契約概要のご説明

＜引受保険会社が経営破綻した場合等の取扱いについて＞
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支
払いが一定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。
なお、経営が破綻した場合には、ご加入される保険種類によりましては「損
害保険契約者保護機構」の補償対象となり、保険金、返れい金等は、所
定の割合まで補償されます。
「損害保険契約者保護機構」の補償対象保険種類および補償割合に
つきましては、下表をご確認ください。

険金を支払う場合
10．ご加入の取消し・無効・重大事由による解除について
○ご加入時にご契約者、被保険者または保険金受取人に詐欺また
は強迫の行為があった場合は、弊社はご加入を取り消すことがで
きます。
○以下に該当する事由がある場合は、ご加入は無効になります。
・ご加入時にご契約者が保険金を不法に取得する目的または他
人に保険金を不法に取得させる目的をもっていた場合
・死亡保険金受取人を指定する場合において、その被保険者の
同意を得なかったとき（その被保険者の法定相続人を死亡保険
金受取人にする場合は除きます。）

○以下に該当する事由がある場合には、弊社はご加入を解除するこ
とができます。この場合には、全部または一部の保険金をお支払い
できないことがありますので、ご注意ください。
・ご契約者、被保険者または保険金受取人が弊社にこの保険契
約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害等を生じさ
せた場合
・ご契約者、被保険者または保険金受取人が、暴力団関係者その
他の反社会的勢力に該当すると認められた場合
・この保険契約に基づく保険金の請求に関し被保険者または保
険金受取人に詐欺の行為があった場合　等

【保険金お支払いの対象とならない主な場合】
【共通】
・保険金の支払を行うことにより引受保険会社が次の制裁・禁止・規制・制限を受けるおそ
れがある場合
ア．国際連合の決議に基づく制裁等
イ．欧州連合・日本国・グレートブリテン及び北アイルランド連合王国・アメリカ合衆国の貿
易または経済に関する制裁等

ウ．アまたはイ以外の制裁等
・次の事由
ア．戦争・外国の武力行使・革命・政権奪取・内乱・武装反乱・その他これらに類似の事変
または暴動

イ．アの過程または直接的な準備として行われる国家関与型サイバー攻撃
ウ．被害国家における次のいずれかの事項に重大な影響を及ぼす国家関与型サイバー
攻撃
（ア）重要インフラサービスの利用、提供または維持
（イ）安全保障・防衛

・核燃料物質（使用済燃料を含みます。）またはこれによって汚染された物（原子核分裂生
成物を含みます。）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはその作用
・保険契約者または被保険者の故意
・地震、噴火、津波、洪水、高潮
・被保険者と他人との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、その約定
によって加重された賠償責任
・保険期間の開始時より前に発生した事由により損害賠償請求を受けるおそれがあること
を保険契約者または被保険者が保険期間の開始時に認識していた場合（認識していた
と判断できる合理的な理由がある場合を含みます。）は、その事由
・次の行為
ア．被保険者が法令に違反することまたは他人に損害を与えるべきことを認識していた（認
識していたと判断できる合理的な理由がある場合を含みます。）行為

イ．被保険者の指図により被保険者以外の者によって行われた行為のうち、被保険者が
他人の営業上の権利または利益を侵害することを認識しながら（認識していたと判断
できる合理的な理由がある場合を含みます。）行われた行為

・被保険者による窃盗、強盗、詐欺、横領または背任行為その他の犯罪行為。ただし、過失
犯を除きます。
・他人の身体の障害
・他人の財物の損壊、紛失、盗取または詐取。ただし、被保険者が使用または管理する紙ま
たは磁気ディスク等の紛失、盗取または詐取に起因して発生した情報の漏えいまたはそ
のおそれによる損害に対しては、この規定を適用しません。
・被保険者の業務の結果を利用して製造された製品、半製品、部品、工作物等の財物の
不具合
・所定の期日までに被保険者の業務が完了しないこと。ただし、次の原因によるものを除き
ます。
ア．火災、破裂または爆発
イ．急激かつ不測の事故による、記名被保険者が使用または管理するコンピュータシステ
ムの損壊または機能停止

・特許権、営業秘密等の知的財産権の侵害。ただし、次の事由に起因する損害に対して
は、この規定を適用しません。
ア．人格権・著作権等の侵害（＊1）
イ．記名被保険者の業務に従事する者以外の者によって行われたサイバー攻撃により生
じた情報の漏えいまたはそのおそれに起因する知的財産権の侵害

・記名被保険者の役員に対してなされた株主代表訴訟による損害賠償請求

・記名被保険者の直接の管理下にない電気、ガス、水道、熱供給、遠距離通信、電話、イ
ンターネット、電報等のインフラストラクチャーの供給停止または障害
・被保険者が放送業または新聞・出版・広告制作等の映像・音声・文字情報制作業を営む
者として行う広告宣伝、放送または出版
・被保険者の暗号資産交換業の遂行に関連する事由
・被保険者が支出したかまたは法律上の損害賠償金として負担したかどうかにかかわらず、
被保険者の業務の追完もしくは再履行または回収等の措置（被保険者の占有を離れた
財物または被保険者の業務の結果についての回収、点検、修理、交換その他の措置を
いいます。）のために要する費用（追完または再履行のために提供する財物または役務の
価格を含みます。）
・被保険者が業務の結果を保証することにより加重された賠償責任およびこれに伴って生
じる費用
・罰金、科料、過料、課徴金、制裁金、懲罰的損害賠償金、倍額賠償金その他これらに類
するもの（被保険者が支出したかまたは法律上の損害賠償金として負担したかどうかにか
かわりません。）
・被保険者相互間における損害賠償請求

【損害賠償責任に関する補償】
・生体情報の保護または取扱いに関する国内外の法または規則等の違反またはそのおそ
れに起因する賠償責任。ただし、情報の漏えいまたはそのおそれに起因する損害に対して
は、この規定を適用しません。
・記名被保険者が前払式支払手段発行者または資金移動業を営む者である場合は、次
の賠償責任
ア．電磁的方法により記録される金額等に応ずる対価を得て発行された証票等または番
号・記号その他の符号の不正な操作・移動に起因する賠償責任

イ．不正な為替取引・資金移動に起因する賠償責任

【損害賠償責任に関する補償、サイバーセキュリティ事故対応費用に関す
る補償：ITユーザー行為に起因する事故（＊2）固有】
・通常必要とされるシステムテストを実施していないソフトウェアまたはプログラムのかし

【損害賠償責任に関する補償、サイバーセキュリティ事故対応費用に関す
る補償：情報の漏えいまたはそのおそれの事故固有】
・被保険者が他人に情報を提供または情報の取扱いを委託したことが情報の漏えいにあ
たるとしてなされた損害賠償請求

【損害賠償責任に関する補償、サイバーセキュリティ事故対応費用に関す
る補償：人格権・著作権等の侵害事故(＊1)固有】
・私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律もしくは不当景品類及び不当表示
防止法またはこれらに類する外国の法令に違反する行為またはそのおそれのある行為
・記名被保険者による採用、雇用または解雇
・記名被保険者の業務の結果の効能、効果、性能または機能等について、明示された内
容との齟齬またはそれらの不足
・著作権、意匠権、商標権、人格権またはドメイン名の権利者に対して本来支払うべき使用
料(被保険者が支出したかまたは法律上の損害賠償金として負担したかどうかにかかわり
ません。）

等

（＊1）「情報漏えいまたはそのおそれ」を除きます。
（＊2）「情報の漏えいまたはそのおそれ」および「人格権・著作権等の侵害」を除きます。
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１．補償の重複に関するご注意
○賠償責任を補償する特約等をご契約される場合で、被保険者またはそ
のご家族が、補償内容が同様の保険契約（他の保険契約にセットされ
る特約や弊社以外の保険契約を含みます。）を他にご契約されている
ときには、補償が重複することがあります。　　
○補償が重複すると、対象となる事故について、どちらのご契約からでも
補償されますが、いずれか一方のご契約からは保険金が支払われない
場合があります。補償内容の差異や保険金額をご確認のうえで、特約
等の要否をご検討ください（１契約のみにセットする場合、将来、そのご
契約を解約した時や、同居から別居への変更等により被保険者が補
償の対象外になったときなどは、補償がなくなることがありますので、ご
注意ください。）。

2．告知義務・通知義務等
（1）ご加入時における注意事項（加入依頼書等に関する注意事項等）
○保険制度は多数の人々が保険料を出しあって相互に補償しあう制度で
す。したがって、初めから保険金等のお支払いが発生するリスクが高い方
等が無条件にご加入されますと保険料負担の公平性が保たれません。

○このためご加入時には、告知義務（ご加入時に代理店または弊社に
重要な事項を申し出ていただく義務）があります（弊社代理店は弊社
に代わって告知を受領することができます。）。告知義務の内容等につ
いてはパンフレット等をご確認ください。特に健康状態に関する告知が
必要な商品については、被保険者となられる方の健康状態に応じて
お引受けを行っており、健康状態に関して告知いただいた内容によっ
てはお引受けをお断りさせていただくことがあります。健康状態に関す
る告知は必ず被保険者となられる方ご自身が事実をありのままに正確
にご回答ください。

○もし、故意または重大な過失によって、告知されなかったり、事実と違うこと
を告知された場合、申込日から５年以内であれば、弊社は「告知義務違
反」としてご加入を解除することがあります。ただし、「告知義務違反による
解除の期間に関する特約」がセットされている場合（約款に同内容の規
定がある場合を含みます）は、以下の取扱いとなります。
・保険期間が１年以内のご契約の場合：支払責任の開始日＊1から１年
以内に、①告知いただいた内容が不正確であることが判明した場合や
②保険金の支払事由が発生した場合に限り、「告知義務違反」として
ご加入を解除することがあります。
・保険期間が１年を超えるご契約の場合：支払責任の開始日＊1から２年
以内に、①告知いただいた内容が不正確であることが判明した場合や
②保険金の支払事由が発生した場合に限り、「告知義務違反」として
ご加入を解除することがあります。
＊1 ご契約を更新されている場合は、告知されなかったり、事実と違うこ
とを告知されたご契約の支払責任の開始日となります。

○ご加入を解除した場合には、たとえ保険金をお支払いする事由が発生し
ていても、保険金をお支払いすることはできません。ただし、「保険金支払
事由の発生」と「解除の原因となった事実」との因果関係がない場合は、
保険金お支払いの対象となります。

○なお、ご加入を解除させていただく場合以外にもご契約の締結状況によ
り保険金をお支払いできないことがあります。例えば、『現在の医療水準で
は治ゆが困難な病気・症状について、故意に告知をされなかった場合』等、
告知義務違反の内容が特に重大な場合、経過年数に関わらず、保険金
をお支払いできないことがあります。
○加入依頼書は保険契約申込書の一部を成します。
（2）ご加入後における留意事項（通知義務等）
○通知義務（ご加入後に加入内容に変更が生じた場合に代理店または弊
社に連絡していただきたい義務）や各種手続き等についてはパンフレット
等をご確認ください。ご連絡や手続き等がないと、ご加入を解除したり保
険金をお支払いできないこと等があります。

○ご連絡いただいた内容によっては、保険料が変更になることがあります。
なお、この場合には、加入依頼書等に記載の通知事項に内容の変更が
生じた時以降の期間に対して算出した保険料を請求または返還します。

（3）次回更新契約のお引受け
保険金請求状況等によっては、次回以降の更新のお引受けをお断りしたり、
引受条件を制限させていただくことがありますので予めご了承ください。
ご加入時に特定の疾病等について保険金をお支払いしない条件でお引受
けをした場合であっても、その保険商品の健康状態に関するすべての質問
事項について新たに告知いただくことで、更新にあたりその特定の疾病等を
保険金お支払いの対象とするご加入内容に変更できる場合があります。た
だし、新たにいただいた告知の内容により、お引受けをお断りさせていただく
ことや引受条件を制限させていただく場合がありますので、ご注意ください。

3．責任開始期
保険責任は、原則として、パンフレット等記載の保険期間の開始時から始まり
ます。ただし、保険の種類によっては、新規ご加入の場合、保険金お支払いの
対象とならない期間がありますので、詳しくは、パンフレット等にてご確認ください。

4．保険金をお支払いしない主な場合等
（1）始期前発病不担保の取扱い変更
（約款上、始期前発病不担保の規定のある疾病または介護を
保険金支払事由とする商品にかぎります）ご加入を更新され
てきた最初の保険契約（初年度契約といいます。）
ご加入を更新されてきた最初の保険契約（初年度契約といいます。）
の支払責任の開始日よりも前に被っているケガまたは病気・症状を

原因とする就業不能や入院等は保険金のお支払い対象とはなりま
せん。（始期前発病不担保といいます。)
ただし、初年度契約の支払責任の開始日よりも前に被っているケガ
または病気・症状を原因とする就業不能や入院等についても、初年
度契約の支払責任の開始日から１年＊2を経過した後に開始した就
業不能や入院等については、保険金のお支払い対象となります。
＊2 保険期間が１年を超えるご契約の場合は、２年となります。

（2）その他
パンフレット等をご確認ください。

5．保険会社破綻時の取扱い
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支払い
が一定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。詳細は後記〈引
受保険会社が経営破綻した場合等の取扱いについて〉等をご確認ください。

6．個人情報の取扱いについて
後記P12〈個人情報の取扱いに関するご案内〉をご確認ください。

7．新たな保険契約への乗換えについて
現在のご加入を解約、減額等をすることを前提に、新たな保険契約へ
のご加入をご検討される場合は、特に次の点にご注意ください。
①現在のご加入を解約、減額等される場合の不利益事項
○多くの場合、返れい金はお払込保険料の合計額より少ない額と
なります。特にご加入後短期間で解約されたときの返れい金は、
まったくないか、あってもごくわずかとなることがあります。

②新たな保険契約にご加入される場合のご注意事項
○新たにご加入の保険契約について、被保険者の健康状態等によりお断りし
たり、特定の疾病を補償対象外としてお引受けする場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険料については、保険期間（新たにご加入の
保険契約のご契約期間）の初日における被保険者の年齢等により計算され
る場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険料については、保険料の計算の基礎となる
予定利率・予定死亡率等が解約・減額される契約と異なる場合があります。

○新たにご加入の保険契約について告知をいただく際、告知されなかったり、事
実と異なることを告知されると告知義務違反としてご加入が解除され保険金
が支払われない場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険始期前に被ったケガまたは病気・症状に対
しては、保険金が支払われない場合があります。
現在のご加入を継続していれば保険金のお支払い対象となる場合でも、乗
換えで新たにご加入の保険契約ではお支払い対象にならないことがあります。

○新たにご加入の保険契約の保険期間の初日と支払責任の開始日が異なるこ
とがあります。（例えば、乗換えで新たにご加入の保険契約が「がん保険（1年契
約用）」である場合、保険期間の初日からその日を含めて90日を経過した日の翌
日の午前0時より前の期間については、保険金をお支払いできません。この期
間中に現在のご加入を解約するとがんの補償のない期間が発生します。）

8．被保険者からのお申し出による解約
被保険者からのお申し出によりその被保険者に係るご加入を解約できる
制度があります。制度および手続きの詳細については、パンフレット等記
載の問い合わせ先までお問い合わせください。本内容については、被保険
者となるご家族等の皆様にご説明くださいますようお願い申し上げます。

9．保険金のご請求・お支払いについて
（1）事故が発生した場合の手続き等

事故が発生した場合の手続き等についてはパンフレット等をご確認く
ださい。

（2）保険金請求書類
保険金のご請求にあたっては、約款に定める書類のほか、以下の
書類または証拠をご提出いただく場合があります。
・交通事故証明書、事故発生場所の管理者の事故証明等の事故が発生
したことまたは事故状況等を証明する書類または証拠
・住民票、戸籍謄本等の被保険者または保険の対象であることを確認する
ための書類または証拠
・弊社の定める傷害もしくは疾病の程度、治療内容および治療期間等を
証明するレントゲン・MRI等の書類または証拠、被保険者以外の医師の
診断書、領収書および診療報酬明細書等
・領収書等の被害が生じた物の価格を確認できる書類、被害が生じた物
の写真および見積書等の修理等に要する費用を確認できる書類または
証拠
・他の保険契約等の保険金支払内容を記載した支払内訳書等、当会社
が支払うべき保険金の額を算出するための書類または証拠
・弊社が保険金を支払うために必要な事項の確認を行うための同意書

（3）代理人からの保険金請求
被保険者に保険金を請求できない事情があり、保険金の支払を受け
るべき被保険者の代理人がいない場合は、被保険者の配偶者等の
ご家族のうち弊社所定の条件を満たす方が、被保険者の代理人とし
て保険金を請求できる場合があります。詳細は、パンフレット等記載の
問い合わせ先までお問い合わせください。本内容については、ご家族
の皆様にご説明くださいますようお願い申し上げます。

（4）賠償責任保険金等のお支払いについて
被保険者が賠償責任保険金等をご請求できるのは、費用保険金
を除き、次の①から③までの場合に限られます。
①被保険者が被害者に対して既に損害賠償としての弁済を行っ
ている場合
②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認
できる場合
③被保険者の指図に基づき、弊社から被害者に対して直接、保

１．商品の仕組みおよび引受条件等
（1）商品の仕組み

この保険は、団体をご契約者とし、団体の構成員等を被保険者（保
険の対象となる方または補償を受けることができる方をいいます。以
下同様とします。）とする団体契約です。保険証券を請求する権利、
保険契約を解約する権利等は原則としてご契約者が有します。
ご契約者となる団体や基本となる補償、ご加入者のお申出により任
意にご加入いただける特約等はパンフレット等に記載のとおりです。
この保険は、ご加入者が団体の構成員等であることを加入条件とし
ています。ご加入いただける保険の対象となる方ご本人の範囲等に
つきましては、パンフレット等をご確認ください。ご加入いただける保険
の対象となる方ご本人の範囲に該当しない方がご加入された場合、
ご加入を取消しさせていただくことがあります。

（2）補償の内容・保険期間（保険のご契約期間）
①保険金をお支払いする主な場合、②保険金をお支払いしない主な
場合、③保険期間等につきましては、パンフレット等をご確認ください。

（3）引受条件（保険金額等）
この保険での引受条件（保険金額等）は予め定められたご契約タイ
プの中からお選びいただくこととなります。ご契約タイプについての詳
細はパンフレット等をご確認ください。保険金額等の設定は、高額療
養費制度や労災保険制度等の公的保険制度を踏まえご検討くださ
い。公的保険制度の概要につきましては、金融庁のホームページ
（https://www.fsa.go.jp/ordinary/insurance-portal.html）等をご
確認ください。

２．保険料・払込方法
保険料はご加入いただくご契約タイプ等によって決定されます。保険料・
払込方法については、パンフレット等をご確認ください。

３．満期返れい金・契約者配当金
この保険には満期返れい金・契約者配当金はありません。

重要事項説明書（契約概要･注意喚起情報のご説明）

契約概要・注意喚起情報のご説明
●本説明書はご加入いただく保険に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細につきましては、ご契約者である団体の代表者の方にお渡し
しております保険約款によりますが、ご不明点等につきましてはパンフレット等記載の問い合わせ先までお問い合わせください。なお、主な保険約款については
弊社ホームページ（https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/service/yakkan.html）にも掲載しておりますので、必要に応じてご参照ください（ご契約によ
り内容が異なっていたり、ホームページに約款を掲載していない商品もあります。詳しくはパンフレット記載の問い合わせ先までお問い合わせください。）。
●契約概要はご加入いただく保険の商品内容をご理解いただくために特に重要な情報を記載したものです。ご加入いただく前に必ずお読みください。
●注意喚起情報はご加入いただく保険のお申込みをいただくに際して、お客様にとって不利益となる事項等、特にご注意いただきたい情報を記載したものです。
ご加入いただく前に必ずお読みください。

●ご家族等の方が被保険者（保険の対象となる方または補償を受けることができる方をいいます。）となる場合には、本説明書の内容をご説明いただきますよう
お願い申し上げます。
※パンフレットおよび加入依頼書控等、加入内容がわかるものを保管いただきますようお願いいたします。

団体保険にご加入いただくお客様へ（必ずお読みください）

注意喚起情報のご説明

契約概要のご説明

＜引受保険会社が経営破綻した場合等の取扱いについて＞
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支
払いが一定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。
なお、経営が破綻した場合には、ご加入される保険種類によりましては「損
害保険契約者保護機構」の補償対象となり、保険金、返れい金等は、所
定の割合まで補償されます。
「損害保険契約者保護機構」の補償対象保険種類および補償割合に
つきましては、下表をご確認ください。

険金を支払う場合
10．ご加入の取消し・無効・重大事由による解除について
○ご加入時にご契約者、被保険者または保険金受取人に詐欺また
は強迫の行為があった場合は、弊社はご加入を取り消すことがで
きます。
○以下に該当する事由がある場合は、ご加入は無効になります。
・ご加入時にご契約者が保険金を不法に取得する目的または他
人に保険金を不法に取得させる目的をもっていた場合
・死亡保険金受取人を指定する場合において、その被保険者の
同意を得なかったとき（その被保険者の法定相続人を死亡保険
金受取人にする場合は除きます。）

○以下に該当する事由がある場合には、弊社はご加入を解除するこ
とができます。この場合には、全部または一部の保険金をお支払い
できないことがありますので、ご注意ください。
・ご契約者、被保険者または保険金受取人が弊社にこの保険契
約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害等を生じさ
せた場合
・ご契約者、被保険者または保険金受取人が、暴力団関係者その
他の反社会的勢力に該当すると認められた場合
・この保険契約に基づく保険金の請求に関し被保険者または保
険金受取人に詐欺の行為があった場合　等

【保険金お支払いの対象とならない主な場合】
【共通】
・保険金の支払を行うことにより引受保険会社が次の制裁・禁止・規制・制限を受けるおそ
れがある場合
ア．国際連合の決議に基づく制裁等
イ．欧州連合・日本国・グレートブリテン及び北アイルランド連合王国・アメリカ合衆国の貿
易または経済に関する制裁等

ウ．アまたはイ以外の制裁等
・次の事由
ア．戦争・外国の武力行使・革命・政権奪取・内乱・武装反乱・その他これらに類似の事変
または暴動

イ．アの過程または直接的な準備として行われる国家関与型サイバー攻撃
ウ．被害国家における次のいずれかの事項に重大な影響を及ぼす国家関与型サイバー
攻撃
（ア）重要インフラサービスの利用、提供または維持
（イ）安全保障・防衛

・核燃料物質（使用済燃料を含みます。）またはこれによって汚染された物（原子核分裂生
成物を含みます。）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはその作用
・保険契約者または被保険者の故意
・地震、噴火、津波、洪水、高潮
・被保険者と他人との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、その約定
によって加重された賠償責任
・保険期間の開始時より前に発生した事由により損害賠償請求を受けるおそれがあること
を保険契約者または被保険者が保険期間の開始時に認識していた場合（認識していた
と判断できる合理的な理由がある場合を含みます。）は、その事由
・次の行為
ア．被保険者が法令に違反することまたは他人に損害を与えるべきことを認識していた（認
識していたと判断できる合理的な理由がある場合を含みます。）行為

イ．被保険者の指図により被保険者以外の者によって行われた行為のうち、被保険者が
他人の営業上の権利または利益を侵害することを認識しながら（認識していたと判断
できる合理的な理由がある場合を含みます。）行われた行為

・被保険者による窃盗、強盗、詐欺、横領または背任行為その他の犯罪行為。ただし、過失
犯を除きます。
・他人の身体の障害
・他人の財物の損壊、紛失、盗取または詐取。ただし、被保険者が使用または管理する紙ま
たは磁気ディスク等の紛失、盗取または詐取に起因して発生した情報の漏えいまたはそ
のおそれによる損害に対しては、この規定を適用しません。
・被保険者の業務の結果を利用して製造された製品、半製品、部品、工作物等の財物の
不具合
・所定の期日までに被保険者の業務が完了しないこと。ただし、次の原因によるものを除き
ます。
ア．火災、破裂または爆発
イ．急激かつ不測の事故による、記名被保険者が使用または管理するコンピュータシステ
ムの損壊または機能停止

・特許権、営業秘密等の知的財産権の侵害。ただし、次の事由に起因する損害に対して
は、この規定を適用しません。
ア．人格権・著作権等の侵害（＊1）
イ．記名被保険者の業務に従事する者以外の者によって行われたサイバー攻撃により生
じた情報の漏えいまたはそのおそれに起因する知的財産権の侵害

・記名被保険者の役員に対してなされた株主代表訴訟による損害賠償請求

・記名被保険者の直接の管理下にない電気、ガス、水道、熱供給、遠距離通信、電話、イ
ンターネット、電報等のインフラストラクチャーの供給停止または障害
・被保険者が放送業または新聞・出版・広告制作等の映像・音声・文字情報制作業を営む
者として行う広告宣伝、放送または出版
・被保険者の暗号資産交換業の遂行に関連する事由
・被保険者が支出したかまたは法律上の損害賠償金として負担したかどうかにかかわらず、
被保険者の業務の追完もしくは再履行または回収等の措置（被保険者の占有を離れた
財物または被保険者の業務の結果についての回収、点検、修理、交換その他の措置を
いいます。）のために要する費用（追完または再履行のために提供する財物または役務の
価格を含みます。）
・被保険者が業務の結果を保証することにより加重された賠償責任およびこれに伴って生
じる費用
・罰金、科料、過料、課徴金、制裁金、懲罰的損害賠償金、倍額賠償金その他これらに類
するもの（被保険者が支出したかまたは法律上の損害賠償金として負担したかどうかにか
かわりません。）
・被保険者相互間における損害賠償請求

【損害賠償責任に関する補償】
・生体情報の保護または取扱いに関する国内外の法または規則等の違反またはそのおそ
れに起因する賠償責任。ただし、情報の漏えいまたはそのおそれに起因する損害に対して
は、この規定を適用しません。
・記名被保険者が前払式支払手段発行者または資金移動業を営む者である場合は、次
の賠償責任
ア．電磁的方法により記録される金額等に応ずる対価を得て発行された証票等または番
号・記号その他の符号の不正な操作・移動に起因する賠償責任

イ．不正な為替取引・資金移動に起因する賠償責任

【損害賠償責任に関する補償、サイバーセキュリティ事故対応費用に関す
る補償：ITユーザー行為に起因する事故（＊2）固有】
・通常必要とされるシステムテストを実施していないソフトウェアまたはプログラムのかし

【損害賠償責任に関する補償、サイバーセキュリティ事故対応費用に関す
る補償：情報の漏えいまたはそのおそれの事故固有】
・被保険者が他人に情報を提供または情報の取扱いを委託したことが情報の漏えいにあ
たるとしてなされた損害賠償請求

【損害賠償責任に関する補償、サイバーセキュリティ事故対応費用に関す
る補償：人格権・著作権等の侵害事故(＊1)固有】
・私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律もしくは不当景品類及び不当表示
防止法またはこれらに類する外国の法令に違反する行為またはそのおそれのある行為
・記名被保険者による採用、雇用または解雇
・記名被保険者の業務の結果の効能、効果、性能または機能等について、明示された内
容との齟齬またはそれらの不足
・著作権、意匠権、商標権、人格権またはドメイン名の権利者に対して本来支払うべき使用
料(被保険者が支出したかまたは法律上の損害賠償金として負担したかどうかにかかわり
ません。）

等

（＊1）「情報漏えいまたはそのおそれ」を除きます。
（＊2）「情報の漏えいまたはそのおそれ」および「人格権・著作権等の侵害」を除きます。
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１．補償の重複に関するご注意
○賠償責任を補償する特約等をご契約される場合で、被保険者またはそ
のご家族が、補償内容が同様の保険契約（他の保険契約にセットされ
る特約や弊社以外の保険契約を含みます。）を他にご契約されている
ときには、補償が重複することがあります。　　
○補償が重複すると、対象となる事故について、どちらのご契約からでも
補償されますが、いずれか一方のご契約からは保険金が支払われない
場合があります。補償内容の差異や保険金額をご確認のうえで、特約
等の要否をご検討ください（１契約のみにセットする場合、将来、そのご
契約を解約した時や、同居から別居への変更等により被保険者が補
償の対象外になったときなどは、補償がなくなることがありますので、ご
注意ください。）。

2．告知義務・通知義務等
（1）ご加入時における注意事項（加入依頼書等に関する注意事項等）
○保険制度は多数の人々が保険料を出しあって相互に補償しあう制度で
す。したがって、初めから保険金等のお支払いが発生するリスクが高い方
等が無条件にご加入されますと保険料負担の公平性が保たれません。

○このためご加入時には、告知義務（ご加入時に代理店または弊社に
重要な事項を申し出ていただく義務）があります（弊社代理店は弊社
に代わって告知を受領することができます。）。告知義務の内容等につ
いてはパンフレット等をご確認ください。特に健康状態に関する告知が
必要な商品については、被保険者となられる方の健康状態に応じて
お引受けを行っており、健康状態に関して告知いただいた内容によっ
てはお引受けをお断りさせていただくことがあります。健康状態に関す
る告知は必ず被保険者となられる方ご自身が事実をありのままに正確
にご回答ください。

○もし、故意または重大な過失によって、告知されなかったり、事実と違うこと
を告知された場合、申込日から５年以内であれば、弊社は「告知義務違
反」としてご加入を解除することがあります。ただし、「告知義務違反による
解除の期間に関する特約」がセットされている場合（約款に同内容の規
定がある場合を含みます）は、以下の取扱いとなります。
・保険期間が１年以内のご契約の場合：支払責任の開始日＊1から１年
以内に、①告知いただいた内容が不正確であることが判明した場合や
②保険金の支払事由が発生した場合に限り、「告知義務違反」として
ご加入を解除することがあります。
・保険期間が１年を超えるご契約の場合：支払責任の開始日＊1から２年
以内に、①告知いただいた内容が不正確であることが判明した場合や
②保険金の支払事由が発生した場合に限り、「告知義務違反」として
ご加入を解除することがあります。
＊1 ご契約を更新されている場合は、告知されなかったり、事実と違うこ
とを告知されたご契約の支払責任の開始日となります。

○ご加入を解除した場合には、たとえ保険金をお支払いする事由が発生し
ていても、保険金をお支払いすることはできません。ただし、「保険金支払
事由の発生」と「解除の原因となった事実」との因果関係がない場合は、
保険金お支払いの対象となります。

○なお、ご加入を解除させていただく場合以外にもご契約の締結状況によ
り保険金をお支払いできないことがあります。例えば、『現在の医療水準で
は治ゆが困難な病気・症状について、故意に告知をされなかった場合』等、
告知義務違反の内容が特に重大な場合、経過年数に関わらず、保険金
をお支払いできないことがあります。
○加入依頼書は保険契約申込書の一部を成します。
（2）ご加入後における留意事項（通知義務等）
○通知義務（ご加入後に加入内容に変更が生じた場合に代理店または弊
社に連絡していただきたい義務）や各種手続き等についてはパンフレット
等をご確認ください。ご連絡や手続き等がないと、ご加入を解除したり保
険金をお支払いできないこと等があります。

○ご連絡いただいた内容によっては、保険料が変更になることがあります。
なお、この場合には、加入依頼書等に記載の通知事項に内容の変更が
生じた時以降の期間に対して算出した保険料を請求または返還します。

（3）次回更新契約のお引受け
保険金請求状況等によっては、次回以降の更新のお引受けをお断りしたり、
引受条件を制限させていただくことがありますので予めご了承ください。
ご加入時に特定の疾病等について保険金をお支払いしない条件でお引受
けをした場合であっても、その保険商品の健康状態に関するすべての質問
事項について新たに告知いただくことで、更新にあたりその特定の疾病等を
保険金お支払いの対象とするご加入内容に変更できる場合があります。た
だし、新たにいただいた告知の内容により、お引受けをお断りさせていただく
ことや引受条件を制限させていただく場合がありますので、ご注意ください。

3．責任開始期
保険責任は、原則として、パンフレット等記載の保険期間の開始時から始まり
ます。ただし、保険の種類によっては、新規ご加入の場合、保険金お支払いの
対象とならない期間がありますので、詳しくは、パンフレット等にてご確認ください。

4．保険金をお支払いしない主な場合等
（1）始期前発病不担保の取扱い変更
（約款上、始期前発病不担保の規定のある疾病または介護を
保険金支払事由とする商品にかぎります）ご加入を更新され
てきた最初の保険契約（初年度契約といいます。）
ご加入を更新されてきた最初の保険契約（初年度契約といいます。）
の支払責任の開始日よりも前に被っているケガまたは病気・症状を

原因とする就業不能や入院等は保険金のお支払い対象とはなりま
せん。（始期前発病不担保といいます。)
ただし、初年度契約の支払責任の開始日よりも前に被っているケガ
または病気・症状を原因とする就業不能や入院等についても、初年
度契約の支払責任の開始日から１年＊2を経過した後に開始した就
業不能や入院等については、保険金のお支払い対象となります。
＊2 保険期間が１年を超えるご契約の場合は、２年となります。

（2）その他
パンフレット等をご確認ください。

5．保険会社破綻時の取扱い
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支払い
が一定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。詳細は後記〈引
受保険会社が経営破綻した場合等の取扱いについて〉等をご確認ください。

6．個人情報の取扱いについて
後記P12〈個人情報の取扱いに関するご案内〉をご確認ください。

7．新たな保険契約への乗換えについて
現在のご加入を解約、減額等をすることを前提に、新たな保険契約へ
のご加入をご検討される場合は、特に次の点にご注意ください。
①現在のご加入を解約、減額等される場合の不利益事項
○多くの場合、返れい金はお払込保険料の合計額より少ない額と
なります。特にご加入後短期間で解約されたときの返れい金は、
まったくないか、あってもごくわずかとなることがあります。

②新たな保険契約にご加入される場合のご注意事項
○新たにご加入の保険契約について、被保険者の健康状態等によりお断りし
たり、特定の疾病を補償対象外としてお引受けする場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険料については、保険期間（新たにご加入の
保険契約のご契約期間）の初日における被保険者の年齢等により計算され
る場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険料については、保険料の計算の基礎となる
予定利率・予定死亡率等が解約・減額される契約と異なる場合があります。

○新たにご加入の保険契約について告知をいただく際、告知されなかったり、事
実と異なることを告知されると告知義務違反としてご加入が解除され保険金
が支払われない場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険始期前に被ったケガまたは病気・症状に対
しては、保険金が支払われない場合があります。
現在のご加入を継続していれば保険金のお支払い対象となる場合でも、乗
換えで新たにご加入の保険契約ではお支払い対象にならないことがあります。

○新たにご加入の保険契約の保険期間の初日と支払責任の開始日が異なるこ
とがあります。（例えば、乗換えで新たにご加入の保険契約が「がん保険（1年契
約用）」である場合、保険期間の初日からその日を含めて90日を経過した日の翌
日の午前0時より前の期間については、保険金をお支払いできません。この期
間中に現在のご加入を解約するとがんの補償のない期間が発生します。）

8．被保険者からのお申し出による解約
被保険者からのお申し出によりその被保険者に係るご加入を解約できる
制度があります。制度および手続きの詳細については、パンフレット等記
載の問い合わせ先までお問い合わせください。本内容については、被保険
者となるご家族等の皆様にご説明くださいますようお願い申し上げます。

9．保険金のご請求・お支払いについて
（1）事故が発生した場合の手続き等

事故が発生した場合の手続き等についてはパンフレット等をご確認く
ださい。

（2）保険金請求書類
保険金のご請求にあたっては、約款に定める書類のほか、以下の
書類または証拠をご提出いただく場合があります。
・交通事故証明書、事故発生場所の管理者の事故証明等の事故が発生
したことまたは事故状況等を証明する書類または証拠
・住民票、戸籍謄本等の被保険者または保険の対象であることを確認する
ための書類または証拠
・弊社の定める傷害もしくは疾病の程度、治療内容および治療期間等を
証明するレントゲン・MRI等の書類または証拠、被保険者以外の医師の
診断書、領収書および診療報酬明細書等
・領収書等の被害が生じた物の価格を確認できる書類、被害が生じた物
の写真および見積書等の修理等に要する費用を確認できる書類または
証拠
・他の保険契約等の保険金支払内容を記載した支払内訳書等、当会社
が支払うべき保険金の額を算出するための書類または証拠
・弊社が保険金を支払うために必要な事項の確認を行うための同意書

（3）代理人からの保険金請求
被保険者に保険金を請求できない事情があり、保険金の支払を受け
るべき被保険者の代理人がいない場合は、被保険者の配偶者等の
ご家族のうち弊社所定の条件を満たす方が、被保険者の代理人とし
て保険金を請求できる場合があります。詳細は、パンフレット等記載の
問い合わせ先までお問い合わせください。本内容については、ご家族
の皆様にご説明くださいますようお願い申し上げます。

（4）賠償責任保険金等のお支払いについて
被保険者が賠償責任保険金等をご請求できるのは、費用保険金
を除き、次の①から③までの場合に限られます。
①被保険者が被害者に対して既に損害賠償としての弁済を行っ
ている場合
②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認
できる場合
③被保険者の指図に基づき、弊社から被害者に対して直接、保

東京海上日動火災保険株式会社

事故受付センター（東京海上日動安心110番）

一般社団法人日本損害保険協会
そんぽADRセンター（指定紛争解決機関）

保険の内容に関するご意見・ご相談等はパンフレット等記載の《お問い合わ
せ先》にて承ります。

受付時間：24時間365日
0120-720-110

東京海上日動火災保険（株）は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受
けた指定紛争解決機関である一般社団法人日本損害保険協会と手続実施
基本契約を締結しています。
東京海上日動火災保険（株）との間で問題を解決できない場合には、同協会
に解決の申し立てを行うことができます。
詳しくは、同協会のホームページをご確認ください。（https://www.sonpo.or.jp/）

IP電話からは03-4332-5241をご利用ください。
受付時間：平日午前9時15分～午後5時（土日祝•年末・年始はお休みとさせていただきます。）

０５７０-０２２８０８＜通話料有料＞

1．保険商品が以下の点でお客様のご希望に合致した内容となっていることをパンフレット・重要事項説明書でご確認
ください。万一、ご希望に合致しない場合はご加入内容を再度ご検討ください。

本確認事項は、万一の事故の際に安心して保険をご利用いただけるよう、ご加入いただく保険商品がお客様のご希望に合致した内容であること、お申
込みをいただく上で特に重要な事項を正しくご記入をいただいていること等を確認させていただくためのものです。お手数ですが以下の各質問事項に
ついて再度ご確認いただきますようお願い申し上げます。なお、ご確認にあたりご不明な点等がございましたら、パンフレット等記載の問い合わせ先まで
お問い合わせください。

□保険金のお支払事由（主契約、セットしている特約を含みます。）、お支払いする保険金
□保険期間（保険のご契約期間）
□保険金額（ご契約金額）
□保険料・保険料払込方法
□保険の対象となる方

2．加入依頼書等の記入事項等につき、以下の点をご確認ください。万一、記入漏れ、記入誤りがある場合は、加入依頼
書等を訂正してください。また、下記事項に関し、現在のご加入内容について誤りがありましたら、パンフレット等に
記載されている問い合わせ先までお問い合わせください。

ご加入内容確認事項【意向確認事項】

特に「注意喚起情報のご説明」には、「保険金をお支払いしない主な場合等」等お客様にとって不利益となる情報や、「告知義務・通知義
務」、「補償の重複に関するご注意＊」が記載されていますので必ずご確認ください。
＊例えば、賠償責任を補償する特約をご契約される場合で、他に同種のご契約をされているとき等、補償範囲が重複することがあります。
※インターネット等によりお手続いただく場合は、本確認事項中の「記入」を「入力」と読み替えてください。

3.重要事項説明書（契約概要・注意喚起情報）の内容についてご確認いただきましたか？

【すべての商品に共通してご確認いただく事項】 
□加入依頼書の「他の保険契約等」欄は正しく告知いただいていますか？

個人情報の取扱いに関するご案内
保険契約者である企業または団体は東京海上日動火災保険株式会社に本契約に関する個人情報を提供いたします。東京海上日動火災保険株式
会社および東京海上日動火災保険株式会社のグループ各社は、本契約に関する個人情報を、保険引受の判断、本契約の管理・履行、付帯サービ
スの提供、他の保険・金融商品等の各種商品・サービスの案内・提供、アンケート等を行うために利用する他、下記①から⑥の利用・提供を行うことが
あります。なお、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）の利用目的は、保険業法施行規則により、業務の適切な運営の確保その他必
要と認められる範囲に限定されています。
①本契約に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含みます。）、保険仲立人、医療機関、保険金の請
求・支払いに関する関係先、金融機関等に対して提供すること
②契約締結、保険金支払い等の判断をするうえでの参考とするために、他の保険会社、一般社団法人日本損害保険協会等と共同して利用すること
③東京海上日動火災保険株式会社と東京海上日動火災保険株式会社のグループ各社または東京海上日動火災保険株式会社の提携先企業等と
の間で商品・サービス等の提供・案内のために、共同して利用すること
④再保険契約の締結、更新・管理、再保険金支払等に利用するために、国内外の再保険引受会社等に提供すること
⑤質権、抵当権等の担保権者における担保権の設定等に係る事務手続きや担保権の管理・行使のために、その担保権者に提供すること
⑥更新契約に係る保険引受の判断等、契約の安定的な運用を図るために、保険の対象となる方の保険金請求情報等（過去の情報を含みます。）を
ご契約者およびご加入者に対して提供すること
詳しくは、東京海上日動火災保険株式会社のホームページ(www.tokiomarine-nichido.co.jp) をご参照ください。

もし事故が起きたときは
＜塾総合保険（傷害部分）、傷害保険の場合＞
①事故の通知：事故が発生した場合には、３０日以内に代理店または保険会社にご連絡ください。　②ケガを被ったとき既に存在していたケガや病気の影響等に
より、ケガの程度が加重された場合は、お支払いする保険金が削減されることがあります。
＜塾総合保険（賠償部分）の場合＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となりうる偶然な事故または事由が発生したことを知ったときは、遅滞なく事故発生の日時・場
所、被害者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡が
遅れた場合には、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。

＜サイバーリスク保険：サイバーセキュリティ事故対応費用（訴訟対応費用、緊急対応費用を除く）＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となる偶然な事故を発見したときは、遅滞なく、事故発生の日時・場所、事故発見の日時、被害
者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他の必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡が遅れ
た場合は、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。なお、保険金請求にあたって攻撃内容やインシデントの詳細等の情報のご提出
が必要となります。
＜サイバーリスク保険：緊急対応費用＞
サイバー攻撃が疑われる突発的な事象を被保険者が最初に発見した日の翌日から30日以内、かつ、被保険者が緊急対応費用を負担する（支払が未済で
あっても業者に発注・依頼済みの場合を含みます。）より前に、引受保険会社（東京海上日動の緊急時ホットラインサービスを含みます。）にその事象の発生に
ついてご連絡ください。ご連絡がない場合は、その事象を最初に発見した日の翌日から30日以内に生じた費用のみ補償対象となります。なお、保険金請求に
あたってはサイバー攻撃が疑われる突発的な事象の発生を客観的に示す情報のご提出が必要となります。

＜サイバーリスク保険：上記以外＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となりうる偶然な事故または事由が発生したことを知ったときは、遅滞なく、事故発生の日時・場
所、被害者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他の必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡
が遅れた場合は、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。なお、保険金請求にあたって攻撃内容やインシデントの詳細等の情報の
ご提出が必要となります。
＜共通＞
保険金請求権には、時効（３年）がありますのでご注意ください。

【示談交渉サービスは行いません】
この保険には、保険会社が被害者の方と示談交渉を行う「示談交渉サービス」はありません。事故が発生した場合は、被保険者ご自身が、保険会社の担当部
署からの助言に基づき被害者との示談交渉を進めていただくことになりますので、ご承知置きください。また、保険会社の承認を得ずに被保険者側で示談締結
をされたときは、示談金額の全部または一部を保険金としてお支払いできないことがありますので、ご注意ください。
【保険金請求の際のご注意】
責任保険において、被保険者に対して損害賠償請求権を有する保険事故の被害者は、被保険者が引受保険会社に対して有する保険金請求権（費用保険
金に対するものを除きます。）について、先取特権を有します（保険法第22条第1項）。「先取特権」とは、被害者が保険金給付から他の債権者に先立って自己
の債権の弁済を受ける権利をいいます。被保険者は被害者に弁済をした金額または被害者の承諾を得た金額の限度においてのみ、引受保険会社に対して
保険金を請求することが出来ます（保険法第22条2項）。
このため、引受保険会社が保険金をお支払いできるのは、費用保険金を除き、次の①から③までの場合に限られますのでご了承ください。
①被保険者が被害者に対して既に損害賠償としての弁済を行っている場合　②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認できる場合
③被保険者の指図に基づき、引受保険会社から被害者に対して直接、保険金を支払う場合

保険種類

保険期間1年以内の
傷害保険

補償割合
保険金 返れい金等

破綻後
3か月間は100%
3か月経過後は80%

80%

＜引受保険会社が経営破綻した場合等の取扱いについて＞
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支
払いが一定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。
なお、経営が破綻した場合には、ご加入される保険種類によりましては「損
害保険契約者保護機構」の補償対象となり、保険金、返れい金等は、所
定の割合まで補償されます。
「損害保険契約者保護機構」の補償対象保険種類および補償割合に
つきましては、下表をご確認ください。

険金を支払う場合
10．ご加入の取消し・無効・重大事由による解除について
○ご加入時にご契約者、被保険者または保険金受取人に詐欺また
は強迫の行為があった場合は、弊社はご加入を取り消すことがで
きます。
○以下に該当する事由がある場合は、ご加入は無効になります。
・ご加入時にご契約者が保険金を不法に取得する目的または他
人に保険金を不法に取得させる目的をもっていた場合
・死亡保険金受取人を指定する場合において、その被保険者の
同意を得なかったとき（その被保険者の法定相続人を死亡保険
金受取人にする場合は除きます。）

○以下に該当する事由がある場合には、弊社はご加入を解除するこ
とができます。この場合には、全部または一部の保険金をお支払い
できないことがありますので、ご注意ください。
・ご契約者、被保険者または保険金受取人が弊社にこの保険契
約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害等を生じさ
せた場合
・ご契約者、被保険者または保険金受取人が、暴力団関係者その
他の反社会的勢力に該当すると認められた場合
・この保険契約に基づく保険金の請求に関し被保険者または保
険金受取人に詐欺の行為があった場合　等 ご加入の際のご注意

※この保険は公益社団法人全国学習塾協会を保険契約者とし公益社団法人全国学習塾協会正会員の方等を被保険者とする塾総合保険団体契約、交通
乗用具搭乗中の傷害危険担保特約付帯傷害保険団体契約およびサイバーリスク保険団体契約です。傷害事故補償、賠償事故補償に関する保険金は東
京海上日動の「塾総合保険」および「特殊な団体傷害保険」「サイバーリスク保険」の普通保険約款・特別約款および特約条項にしたがって支払われます。
なお、保険証券を請求する権利、保険契約を解約する権利等は原則として同団体が有します。

【告知義務】
加入依頼書等に★または☆が付された事項は、ご加入に関する重要な事項（告知事項）です。ご加入時に告知事項について正確にお答えいただく義務があ
ります。お答えいただいた内容が事実と異なる場合や告知事項について事実を記載しない場合はご加入を解除し、保険金をお支払いできないことがあります
（代理店には告知受領権があります。）。本契約における告知事項は次のとおりです。
■他の保険契約等（＊）を締結されている場合には、その内容（同時に申し込む契約を含みます。）。（＊）「他の保険契約等」とは、全部または一部に対して支払
責任が同じである保険契約または共済契約をいいます。なお、保険金ご請求時に、他の保険契約等の内容について確認させていただくことがございますので、
あらかじめご了承いただきますようお願い申し上げます。
■記名被保険者名（塾総合）　■生徒数（塾総合）　■過去の賠償事故歴等（塾総合）
【他の保険契約等がある場合】
この保険契約と重複する保険契約や共済契約がある場合（塾総合保険の傷害担保特約条項を除く）は、次のとおり保険金をお支払いします。
他の保険契約等で保険金や共済金が支払われていない場合:他の保険契約等とは関係なく、この保険契約のご加入内容に基づいて保険金をお支払いします。
他の保険契約等で保険金や共済金が支払われている場合:既に他の保険契約等で支払われた保険金や共済金を差し引いた残額に対し、この保険契約のご
加入内容に基づいて保険金をお支払いします。
●死亡保険金受取人（塾生徒特別約款－傷害担保特約条項、交通乗用具搭乗中の傷害危険担保特約付帯傷害保険）：死亡保険金は被保険者の法定相
続人にお支払いします。
●ご契約内容および事故報告内容の確認について：損害保険会社等の間では、傷害保険等について不正契約における事故招致の発生を未然に防ぐととも
に、保険金の適正かつ迅速・確実な支払を確保するため、契約締結および事故発生の際、同一被保険者または同一事故に係る保険契約の状況や保険金
請求の状況について一般社団法人日本損害保険協会に登録された契約情報等により確認を行っています。確認内容は上記目的以外には用いません。ご
不明の点は、保険会社までご照会ください。
●ご加入を更新いただく場合は、更新前の保険契約について保険金請求忘れがないか、今一度ご確認をお願いいたします。ご請求忘れや、ご不明な点がござ
いましたら、《お問い合わせ先》まですぐにご連絡ください。なお、パンフレット等記載の内容は本年度の契約更新後の補償内容です。更新前の補償内容とは
異なることがありますので、ご注意ください。

ご加入後のご注意
【通知義務】
＜サイバーリスク保険以外＞
ご加入後に加入依頼書に☆が付された事項（通知事項）に内容の変更が生じた場合は、遅滞なく取扱代理店または引受保険会社にご連絡いただく義務がありま
す。ご連絡がない場合は、ご加入を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。
＜サイバーリスク保険＞
ご加入後に加入依頼書等に☆が付された事項（通知事項）に内容の変更が生じることが判明した場合は、すみやかにご加入の代理店または引受保険会社にご連
絡いただく義務があります。ご連絡がない場合は、保険金をお支払いできないことがあります。また、変更の内容によってご契約を解除することがあります。
●ご加入内容の確認・保管：加入者票は加入内容を確認する大切なものです。加入者票が到着しましたら、ご意向通りの加入内容になっているかどうかをご確
認くださいますようお願いいたします。また、加入者票が到着するまでの間、加入依頼書控等、加入内容がわかるものを保管いただきますようお願いいたします。
ご不明な点があれば、代理店または保険会社までお問い合わせください。
●スクールバス搭乗者の傷害保険にご加入の場合は、お車の入替えをされる際は、遅滞なく代理店または保険会社にご連絡ください。
【ご加入者と被保険者が異なる場合】
ご加入者と被保険者が異なる場合は、ご加入者からこのご案内の内容を被保険者全員にご説明いただきますようお願い申し上げます。
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１．補償の重複に関するご注意
○賠償責任を補償する特約等をご契約される場合で、被保険者またはそ
のご家族が、補償内容が同様の保険契約（他の保険契約にセットされ
る特約や弊社以外の保険契約を含みます。）を他にご契約されている
ときには、補償が重複することがあります。　　
○補償が重複すると、対象となる事故について、どちらのご契約からでも
補償されますが、いずれか一方のご契約からは保険金が支払われない
場合があります。補償内容の差異や保険金額をご確認のうえで、特約
等の要否をご検討ください（１契約のみにセットする場合、将来、そのご
契約を解約した時や、同居から別居への変更等により被保険者が補
償の対象外になったときなどは、補償がなくなることがありますので、ご
注意ください。）。

2．告知義務・通知義務等
（1）ご加入時における注意事項（加入依頼書等に関する注意事項等）
○保険制度は多数の人々が保険料を出しあって相互に補償しあう制度で
す。したがって、初めから保険金等のお支払いが発生するリスクが高い方
等が無条件にご加入されますと保険料負担の公平性が保たれません。

○このためご加入時には、告知義務（ご加入時に代理店または弊社に
重要な事項を申し出ていただく義務）があります（弊社代理店は弊社
に代わって告知を受領することができます。）。告知義務の内容等につ
いてはパンフレット等をご確認ください。特に健康状態に関する告知が
必要な商品については、被保険者となられる方の健康状態に応じて
お引受けを行っており、健康状態に関して告知いただいた内容によっ
てはお引受けをお断りさせていただくことがあります。健康状態に関す
る告知は必ず被保険者となられる方ご自身が事実をありのままに正確
にご回答ください。

○もし、故意または重大な過失によって、告知されなかったり、事実と違うこと
を告知された場合、申込日から５年以内であれば、弊社は「告知義務違
反」としてご加入を解除することがあります。ただし、「告知義務違反による
解除の期間に関する特約」がセットされている場合（約款に同内容の規
定がある場合を含みます）は、以下の取扱いとなります。
・保険期間が１年以内のご契約の場合：支払責任の開始日＊1から１年
以内に、①告知いただいた内容が不正確であることが判明した場合や
②保険金の支払事由が発生した場合に限り、「告知義務違反」として
ご加入を解除することがあります。
・保険期間が１年を超えるご契約の場合：支払責任の開始日＊1から２年
以内に、①告知いただいた内容が不正確であることが判明した場合や
②保険金の支払事由が発生した場合に限り、「告知義務違反」として
ご加入を解除することがあります。
＊1 ご契約を更新されている場合は、告知されなかったり、事実と違うこ
とを告知されたご契約の支払責任の開始日となります。

○ご加入を解除した場合には、たとえ保険金をお支払いする事由が発生し
ていても、保険金をお支払いすることはできません。ただし、「保険金支払
事由の発生」と「解除の原因となった事実」との因果関係がない場合は、
保険金お支払いの対象となります。

○なお、ご加入を解除させていただく場合以外にもご契約の締結状況によ
り保険金をお支払いできないことがあります。例えば、『現在の医療水準で
は治ゆが困難な病気・症状について、故意に告知をされなかった場合』等、
告知義務違反の内容が特に重大な場合、経過年数に関わらず、保険金
をお支払いできないことがあります。
○加入依頼書は保険契約申込書の一部を成します。
（2）ご加入後における留意事項（通知義務等）
○通知義務（ご加入後に加入内容に変更が生じた場合に代理店または弊
社に連絡していただきたい義務）や各種手続き等についてはパンフレット
等をご確認ください。ご連絡や手続き等がないと、ご加入を解除したり保
険金をお支払いできないこと等があります。

○ご連絡いただいた内容によっては、保険料が変更になることがあります。
なお、この場合には、加入依頼書等に記載の通知事項に内容の変更が
生じた時以降の期間に対して算出した保険料を請求または返還します。

（3）次回更新契約のお引受け
保険金請求状況等によっては、次回以降の更新のお引受けをお断りしたり、
引受条件を制限させていただくことがありますので予めご了承ください。
ご加入時に特定の疾病等について保険金をお支払いしない条件でお引受
けをした場合であっても、その保険商品の健康状態に関するすべての質問
事項について新たに告知いただくことで、更新にあたりその特定の疾病等を
保険金お支払いの対象とするご加入内容に変更できる場合があります。た
だし、新たにいただいた告知の内容により、お引受けをお断りさせていただく
ことや引受条件を制限させていただく場合がありますので、ご注意ください。

3．責任開始期
保険責任は、原則として、パンフレット等記載の保険期間の開始時から始まり
ます。ただし、保険の種類によっては、新規ご加入の場合、保険金お支払いの
対象とならない期間がありますので、詳しくは、パンフレット等にてご確認ください。

4．保険金をお支払いしない主な場合等
（1）始期前発病不担保の取扱い変更
（約款上、始期前発病不担保の規定のある疾病または介護を
保険金支払事由とする商品にかぎります）ご加入を更新され
てきた最初の保険契約（初年度契約といいます。）
ご加入を更新されてきた最初の保険契約（初年度契約といいます。）
の支払責任の開始日よりも前に被っているケガまたは病気・症状を

原因とする就業不能や入院等は保険金のお支払い対象とはなりま
せん。（始期前発病不担保といいます。)
ただし、初年度契約の支払責任の開始日よりも前に被っているケガ
または病気・症状を原因とする就業不能や入院等についても、初年
度契約の支払責任の開始日から１年＊2を経過した後に開始した就
業不能や入院等については、保険金のお支払い対象となります。
＊2 保険期間が１年を超えるご契約の場合は、２年となります。

（2）その他
パンフレット等をご確認ください。

5．保険会社破綻時の取扱い
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支払い
が一定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。詳細は後記〈引
受保険会社が経営破綻した場合等の取扱いについて〉等をご確認ください。

6．個人情報の取扱いについて
後記P12〈個人情報の取扱いに関するご案内〉をご確認ください。

7．新たな保険契約への乗換えについて
現在のご加入を解約、減額等をすることを前提に、新たな保険契約へ
のご加入をご検討される場合は、特に次の点にご注意ください。
①現在のご加入を解約、減額等される場合の不利益事項
○多くの場合、返れい金はお払込保険料の合計額より少ない額と
なります。特にご加入後短期間で解約されたときの返れい金は、
まったくないか、あってもごくわずかとなることがあります。

②新たな保険契約にご加入される場合のご注意事項
○新たにご加入の保険契約について、被保険者の健康状態等によりお断りし
たり、特定の疾病を補償対象外としてお引受けする場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険料については、保険期間（新たにご加入の
保険契約のご契約期間）の初日における被保険者の年齢等により計算され
る場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険料については、保険料の計算の基礎となる
予定利率・予定死亡率等が解約・減額される契約と異なる場合があります。

○新たにご加入の保険契約について告知をいただく際、告知されなかったり、事
実と異なることを告知されると告知義務違反としてご加入が解除され保険金
が支払われない場合があります。

○新たにご加入の保険契約の保険始期前に被ったケガまたは病気・症状に対
しては、保険金が支払われない場合があります。
現在のご加入を継続していれば保険金のお支払い対象となる場合でも、乗
換えで新たにご加入の保険契約ではお支払い対象にならないことがあります。

○新たにご加入の保険契約の保険期間の初日と支払責任の開始日が異なるこ
とがあります。（例えば、乗換えで新たにご加入の保険契約が「がん保険（1年契
約用）」である場合、保険期間の初日からその日を含めて90日を経過した日の翌
日の午前0時より前の期間については、保険金をお支払いできません。この期
間中に現在のご加入を解約するとがんの補償のない期間が発生します。）

8．被保険者からのお申し出による解約
被保険者からのお申し出によりその被保険者に係るご加入を解約できる
制度があります。制度および手続きの詳細については、パンフレット等記
載の問い合わせ先までお問い合わせください。本内容については、被保険
者となるご家族等の皆様にご説明くださいますようお願い申し上げます。

9．保険金のご請求・お支払いについて
（1）事故が発生した場合の手続き等

事故が発生した場合の手続き等についてはパンフレット等をご確認く
ださい。

（2）保険金請求書類
保険金のご請求にあたっては、約款に定める書類のほか、以下の
書類または証拠をご提出いただく場合があります。
・交通事故証明書、事故発生場所の管理者の事故証明等の事故が発生
したことまたは事故状況等を証明する書類または証拠
・住民票、戸籍謄本等の被保険者または保険の対象であることを確認する
ための書類または証拠
・弊社の定める傷害もしくは疾病の程度、治療内容および治療期間等を
証明するレントゲン・MRI等の書類または証拠、被保険者以外の医師の
診断書、領収書および診療報酬明細書等
・領収書等の被害が生じた物の価格を確認できる書類、被害が生じた物
の写真および見積書等の修理等に要する費用を確認できる書類または
証拠
・他の保険契約等の保険金支払内容を記載した支払内訳書等、当会社
が支払うべき保険金の額を算出するための書類または証拠
・弊社が保険金を支払うために必要な事項の確認を行うための同意書

（3）代理人からの保険金請求
被保険者に保険金を請求できない事情があり、保険金の支払を受け
るべき被保険者の代理人がいない場合は、被保険者の配偶者等の
ご家族のうち弊社所定の条件を満たす方が、被保険者の代理人とし
て保険金を請求できる場合があります。詳細は、パンフレット等記載の
問い合わせ先までお問い合わせください。本内容については、ご家族
の皆様にご説明くださいますようお願い申し上げます。

（4）賠償責任保険金等のお支払いについて
被保険者が賠償責任保険金等をご請求できるのは、費用保険金
を除き、次の①から③までの場合に限られます。
①被保険者が被害者に対して既に損害賠償としての弁済を行っ
ている場合
②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認
できる場合
③被保険者の指図に基づき、弊社から被害者に対して直接、保

東京海上日動火災保険株式会社

事故受付センター（東京海上日動安心110番）

一般社団法人日本損害保険協会
そんぽADRセンター（指定紛争解決機関）

保険の内容に関するご意見・ご相談等はパンフレット等記載の《お問い合わ
せ先》にて承ります。

受付時間：24時間365日
0120-720-110

東京海上日動火災保険（株）は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受
けた指定紛争解決機関である一般社団法人日本損害保険協会と手続実施
基本契約を締結しています。
東京海上日動火災保険（株）との間で問題を解決できない場合には、同協会
に解決の申し立てを行うことができます。
詳しくは、同協会のホームページをご確認ください。（https://www.sonpo.or.jp/）

IP電話からは03-4332-5241をご利用ください。
受付時間：平日午前9時15分～午後5時（土日祝•年末・年始はお休みとさせていただきます。）

０５７０-０２２８０８＜通話料有料＞

1．保険商品が以下の点でお客様のご希望に合致した内容となっていることをパンフレット・重要事項説明書でご確認
ください。万一、ご希望に合致しない場合はご加入内容を再度ご検討ください。

本確認事項は、万一の事故の際に安心して保険をご利用いただけるよう、ご加入いただく保険商品がお客様のご希望に合致した内容であること、お申
込みをいただく上で特に重要な事項を正しくご記入をいただいていること等を確認させていただくためのものです。お手数ですが以下の各質問事項に
ついて再度ご確認いただきますようお願い申し上げます。なお、ご確認にあたりご不明な点等がございましたら、パンフレット等記載の問い合わせ先まで
お問い合わせください。

□保険金のお支払事由（主契約、セットしている特約を含みます。）、お支払いする保険金
□保険期間（保険のご契約期間）
□保険金額（ご契約金額）
□保険料・保険料払込方法
□保険の対象となる方

2．加入依頼書等の記入事項等につき、以下の点をご確認ください。万一、記入漏れ、記入誤りがある場合は、加入依頼
書等を訂正してください。また、下記事項に関し、現在のご加入内容について誤りがありましたら、パンフレット等に
記載されている問い合わせ先までお問い合わせください。

ご加入内容確認事項【意向確認事項】

特に「注意喚起情報のご説明」には、「保険金をお支払いしない主な場合等」等お客様にとって不利益となる情報や、「告知義務・通知義
務」、「補償の重複に関するご注意＊」が記載されていますので必ずご確認ください。
＊例えば、賠償責任を補償する特約をご契約される場合で、他に同種のご契約をされているとき等、補償範囲が重複することがあります。
※インターネット等によりお手続いただく場合は、本確認事項中の「記入」を「入力」と読み替えてください。

3.重要事項説明書（契約概要・注意喚起情報）の内容についてご確認いただきましたか？

【すべての商品に共通してご確認いただく事項】 
□加入依頼書の「他の保険契約等」欄は正しく告知いただいていますか？

個人情報の取扱いに関するご案内
保険契約者である企業または団体は東京海上日動火災保険株式会社に本契約に関する個人情報を提供いたします。東京海上日動火災保険株式
会社および東京海上日動火災保険株式会社のグループ各社は、本契約に関する個人情報を、保険引受の判断、本契約の管理・履行、付帯サービ
スの提供、他の保険・金融商品等の各種商品・サービスの案内・提供、アンケート等を行うために利用する他、下記①から⑥の利用・提供を行うことが
あります。なお、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）の利用目的は、保険業法施行規則により、業務の適切な運営の確保その他必
要と認められる範囲に限定されています。
①本契約に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含みます。）、保険仲立人、医療機関、保険金の請
求・支払いに関する関係先、金融機関等に対して提供すること
②契約締結、保険金支払い等の判断をするうえでの参考とするために、他の保険会社、一般社団法人日本損害保険協会等と共同して利用すること
③東京海上日動火災保険株式会社と東京海上日動火災保険株式会社のグループ各社または東京海上日動火災保険株式会社の提携先企業等と
の間で商品・サービス等の提供・案内のために、共同して利用すること
④再保険契約の締結、更新・管理、再保険金支払等に利用するために、国内外の再保険引受会社等に提供すること
⑤質権、抵当権等の担保権者における担保権の設定等に係る事務手続きや担保権の管理・行使のために、その担保権者に提供すること
⑥更新契約に係る保険引受の判断等、契約の安定的な運用を図るために、保険の対象となる方の保険金請求情報等（過去の情報を含みます。）を
ご契約者およびご加入者に対して提供すること
詳しくは、東京海上日動火災保険株式会社のホームページ(www.tokiomarine-nichido.co.jp) をご参照ください。

もし事故が起きたときは
＜塾総合保険（傷害部分）、傷害保険の場合＞
①事故の通知：事故が発生した場合には、３０日以内に代理店または保険会社にご連絡ください。　②ケガを被ったとき既に存在していたケガや病気の影響等に
より、ケガの程度が加重された場合は、お支払いする保険金が削減されることがあります。
＜塾総合保険（賠償部分）の場合＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となりうる偶然な事故または事由が発生したことを知ったときは、遅滞なく事故発生の日時・場
所、被害者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡が
遅れた場合には、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。

＜サイバーリスク保険：サイバーセキュリティ事故対応費用（訴訟対応費用、緊急対応費用を除く）＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となる偶然な事故を発見したときは、遅滞なく、事故発生の日時・場所、事故発見の日時、被害
者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他の必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡が遅れ
た場合は、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。なお、保険金請求にあたって攻撃内容やインシデントの詳細等の情報のご提出
が必要となります。
＜サイバーリスク保険：緊急対応費用＞
サイバー攻撃が疑われる突発的な事象を被保険者が最初に発見した日の翌日から30日以内、かつ、被保険者が緊急対応費用を負担する（支払が未済で
あっても業者に発注・依頼済みの場合を含みます。）より前に、引受保険会社（東京海上日動の緊急時ホットラインサービスを含みます。）にその事象の発生に
ついてご連絡ください。ご連絡がない場合は、その事象を最初に発見した日の翌日から30日以内に生じた費用のみ補償対象となります。なお、保険金請求に
あたってはサイバー攻撃が疑われる突発的な事象の発生を客観的に示す情報のご提出が必要となります。

＜サイバーリスク保険：上記以外＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となりうる偶然な事故または事由が発生したことを知ったときは、遅滞なく、事故発生の日時・場
所、被害者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他の必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡
が遅れた場合は、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。なお、保険金請求にあたって攻撃内容やインシデントの詳細等の情報の
ご提出が必要となります。
＜共通＞
保険金請求権には、時効（３年）がありますのでご注意ください。

【示談交渉サービスは行いません】
この保険には、保険会社が被害者の方と示談交渉を行う「示談交渉サービス」はありません。事故が発生した場合は、被保険者ご自身が、保険会社の担当部
署からの助言に基づき被害者との示談交渉を進めていただくことになりますので、ご承知置きください。また、保険会社の承認を得ずに被保険者側で示談締結
をされたときは、示談金額の全部または一部を保険金としてお支払いできないことがありますので、ご注意ください。
【保険金請求の際のご注意】
責任保険において、被保険者に対して損害賠償請求権を有する保険事故の被害者は、被保険者が引受保険会社に対して有する保険金請求権（費用保険
金に対するものを除きます。）について、先取特権を有します（保険法第22条第1項）。「先取特権」とは、被害者が保険金給付から他の債権者に先立って自己
の債権の弁済を受ける権利をいいます。被保険者は被害者に弁済をした金額または被害者の承諾を得た金額の限度においてのみ、引受保険会社に対して
保険金を請求することが出来ます（保険法第22条2項）。
このため、引受保険会社が保険金をお支払いできるのは、費用保険金を除き、次の①から③までの場合に限られますのでご了承ください。
①被保険者が被害者に対して既に損害賠償としての弁済を行っている場合　②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認できる場合
③被保険者の指図に基づき、引受保険会社から被害者に対して直接、保険金を支払う場合

保険種類

保険期間1年以内の
傷害保険

補償割合
保険金 返れい金等

破綻後
3か月間は100%
3か月経過後は80%

80%

＜引受保険会社が経営破綻した場合等の取扱いについて＞
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支
払いが一定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。
なお、経営が破綻した場合には、ご加入される保険種類によりましては「損
害保険契約者保護機構」の補償対象となり、保険金、返れい金等は、所
定の割合まで補償されます。
「損害保険契約者保護機構」の補償対象保険種類および補償割合に
つきましては、下表をご確認ください。

険金を支払う場合
10．ご加入の取消し・無効・重大事由による解除について
○ご加入時にご契約者、被保険者または保険金受取人に詐欺また
は強迫の行為があった場合は、弊社はご加入を取り消すことがで
きます。
○以下に該当する事由がある場合は、ご加入は無効になります。
・ご加入時にご契約者が保険金を不法に取得する目的または他
人に保険金を不法に取得させる目的をもっていた場合
・死亡保険金受取人を指定する場合において、その被保険者の
同意を得なかったとき（その被保険者の法定相続人を死亡保険
金受取人にする場合は除きます。）

○以下に該当する事由がある場合には、弊社はご加入を解除するこ
とができます。この場合には、全部または一部の保険金をお支払い
できないことがありますので、ご注意ください。
・ご契約者、被保険者または保険金受取人が弊社にこの保険契
約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害等を生じさ
せた場合
・ご契約者、被保険者または保険金受取人が、暴力団関係者その
他の反社会的勢力に該当すると認められた場合
・この保険契約に基づく保険金の請求に関し被保険者または保
険金受取人に詐欺の行為があった場合　等 ご加入の際のご注意

※この保険は公益社団法人全国学習塾協会を保険契約者とし公益社団法人全国学習塾協会正会員の方等を被保険者とする塾総合保険団体契約、交通
乗用具搭乗中の傷害危険担保特約付帯傷害保険団体契約およびサイバーリスク保険団体契約です。傷害事故補償、賠償事故補償に関する保険金は東
京海上日動の「塾総合保険」および「特殊な団体傷害保険」「サイバーリスク保険」の普通保険約款・特別約款および特約条項にしたがって支払われます。
なお、保険証券を請求する権利、保険契約を解約する権利等は原則として同団体が有します。

【告知義務】
加入依頼書等に★または☆が付された事項は、ご加入に関する重要な事項（告知事項）です。ご加入時に告知事項について正確にお答えいただく義務があ
ります。お答えいただいた内容が事実と異なる場合や告知事項について事実を記載しない場合はご加入を解除し、保険金をお支払いできないことがあります
（代理店には告知受領権があります。）。本契約における告知事項は次のとおりです。
■他の保険契約等（＊）を締結されている場合には、その内容（同時に申し込む契約を含みます。）。（＊）「他の保険契約等」とは、全部または一部に対して支払
責任が同じである保険契約または共済契約をいいます。なお、保険金ご請求時に、他の保険契約等の内容について確認させていただくことがございますので、
あらかじめご了承いただきますようお願い申し上げます。
■記名被保険者名（塾総合）　■生徒数（塾総合）　■過去の賠償事故歴等（塾総合）
【他の保険契約等がある場合】
この保険契約と重複する保険契約や共済契約がある場合（塾総合保険の傷害担保特約条項を除く）は、次のとおり保険金をお支払いします。
他の保険契約等で保険金や共済金が支払われていない場合:他の保険契約等とは関係なく、この保険契約のご加入内容に基づいて保険金をお支払いします。
他の保険契約等で保険金や共済金が支払われている場合:既に他の保険契約等で支払われた保険金や共済金を差し引いた残額に対し、この保険契約のご
加入内容に基づいて保険金をお支払いします。
●死亡保険金受取人（塾生徒特別約款－傷害担保特約条項、交通乗用具搭乗中の傷害危険担保特約付帯傷害保険）：死亡保険金は被保険者の法定相
続人にお支払いします。
●ご契約内容および事故報告内容の確認について：損害保険会社等の間では、傷害保険等について不正契約における事故招致の発生を未然に防ぐととも
に、保険金の適正かつ迅速・確実な支払を確保するため、契約締結および事故発生の際、同一被保険者または同一事故に係る保険契約の状況や保険金
請求の状況について一般社団法人日本損害保険協会に登録された契約情報等により確認を行っています。確認内容は上記目的以外には用いません。ご
不明の点は、保険会社までご照会ください。
●ご加入を更新いただく場合は、更新前の保険契約について保険金請求忘れがないか、今一度ご確認をお願いいたします。ご請求忘れや、ご不明な点がござ
いましたら、《お問い合わせ先》まですぐにご連絡ください。なお、パンフレット等記載の内容は本年度の契約更新後の補償内容です。更新前の補償内容とは
異なることがありますので、ご注意ください。

ご加入後のご注意
【通知義務】
＜サイバーリスク保険以外＞
ご加入後に加入依頼書に☆が付された事項（通知事項）に内容の変更が生じた場合は、遅滞なく取扱代理店または引受保険会社にご連絡いただく義務がありま
す。ご連絡がない場合は、ご加入を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。
＜サイバーリスク保険＞
ご加入後に加入依頼書等に☆が付された事項（通知事項）に内容の変更が生じることが判明した場合は、すみやかにご加入の代理店または引受保険会社にご連
絡いただく義務があります。ご連絡がない場合は、保険金をお支払いできないことがあります。また、変更の内容によってご契約を解除することがあります。
●ご加入内容の確認・保管：加入者票は加入内容を確認する大切なものです。加入者票が到着しましたら、ご意向通りの加入内容になっているかどうかをご確
認くださいますようお願いいたします。また、加入者票が到着するまでの間、加入依頼書控等、加入内容がわかるものを保管いただきますようお願いいたします。
ご不明な点があれば、代理店または保険会社までお問い合わせください。
●スクールバス搭乗者の傷害保険にご加入の場合は、お車の入替えをされる際は、遅滞なく代理店または保険会社にご連絡ください。
【ご加入者と被保険者が異なる場合】
ご加入者と被保険者が異なる場合は、ご加入者からこのご案内の内容を被保険者全員にご説明いただきますようお願い申し上げます。
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加入依頼書ご記入例

1

2 加入者情報をご記入ください。

4 オプション（スクールバス・乗用車
搭乗者の傷害特約）を付帯される
場合は、登録番号、定員数をご記
入ください。

3 加入タイプ、塾生数をご記入くだ
さい。

5 「加入タイプの塾生１人あたりの保
険料」×「塾生数」の金額を記入し
てください。
※オプションを付帯される場合は、
総定員数、「総定員数」×4,820
円の金額をご記入ください。

6 塾総合保険保険料とスクールバス
保険料、サイバーリスク保険の合
計保険料をご記入ください。

7 中途加入の場合は⑥で記入した合
計保険料に中途加入の保険始期に
応じた係数を掛け合わせた金額を
記入してください。

8 告知事項申告欄です。質問に沿っ
て「はいorいいえ」、「ありorなし」
をご記入ください。申告に「はい」
もしくは「あり」がある場合は内容
の詳細をご記入ください。

9 ご記入内容を確認のうえ、訂正時
はご捺印ください。

10 加入依頼書を全国学習塾協会
（03-6915-2294）へＦＡＸ後、同封
の返信用封筒にてご返送ください。

＜塾総合保険（傷害部分）、傷害保険の場合＞
①事故の通知：事故が発生した場合には、３０日以内に代理店または保険会社にご連絡ください。　②ケガを被ったとき既に存在していたケガや病気の影響等に
より、ケガの程度が加重された場合は、お支払いする保険金が削減されることがあります。
＜塾総合保険（賠償部分）の場合＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となりうる偶然な事故または事由が発生したことを知ったときは、遅滞なく事故発生の日時・場
所、被害者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡が
遅れた場合には、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。

＜サイバーリスク保険：サイバーセキュリティ事故対応費用（訴訟対応費用、緊急対応費用を除く）＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となる偶然な事故を発見したときは、遅滞なく、事故発生の日時・場所、事故発見の日時、被害
者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他の必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡が遅れ
た場合は、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。なお、保険金請求にあたって攻撃内容やインシデントの詳細等の情報のご提出
が必要となります。
＜サイバーリスク保険：緊急対応費用＞
サイバー攻撃が疑われる突発的な事象を被保険者が最初に発見した日の翌日から30日以内、かつ、被保険者が緊急対応費用を負担する（支払が未済で
あっても業者に発注・依頼済みの場合を含みます。）より前に、引受保険会社（東京海上日動の緊急時ホットラインサービスを含みます。）にその事象の発生に
ついてご連絡ください。ご連絡がない場合は、その事象を最初に発見した日の翌日から30日以内に生じた費用のみ補償対象となります。なお、保険金請求に
あたってはサイバー攻撃が疑われる突発的な事象の発生を客観的に示す情報のご提出が必要となります。

＜サイバーリスク保険：上記以外＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となりうる偶然な事故または事由が発生したことを知ったときは、遅滞なく、事故発生の日時・場
所、被害者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他の必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡
が遅れた場合は、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。なお、保険金請求にあたって攻撃内容やインシデントの詳細等の情報の
ご提出が必要となります。
＜共通＞
保険金請求権には、時効（３年）がありますのでご注意ください。

【示談交渉サービスは行いません】
この保険には、保険会社が被害者の方と示談交渉を行う「示談交渉サービス」はありません。事故が発生した場合は、被保険者ご自身が、保険会社の担当部
署からの助言に基づき被害者との示談交渉を進めていただくことになりますので、ご承知置きください。また、保険会社の承認を得ずに被保険者側で示談締結
をされたときは、示談金額の全部または一部を保険金としてお支払いできないことがありますので、ご注意ください。
【保険金請求の際のご注意】
責任保険において、被保険者に対して損害賠償請求権を有する保険事故の被害者は、被保険者が引受保険会社に対して有する保険金請求権（費用保険
金に対するものを除きます。）について、先取特権を有します（保険法第22条第1項）。「先取特権」とは、被害者が保険金給付から他の債権者に先立って自己
の債権の弁済を受ける権利をいいます。被保険者は被害者に弁済をした金額または被害者の承諾を得た金額の限度においてのみ、引受保険会社に対して
保険金を請求することが出来ます（保険法第22条2項）。
このため、引受保険会社が保険金をお支払いできるのは、費用保険金を除き、次の①から③までの場合に限られますのでご了承ください。
①被保険者が被害者に対して既に損害賠償としての弁済を行っている場合　②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認できる場合
③被保険者の指図に基づき、引受保険会社から被害者に対して直接、保険金を支払う場合

加入依頼日をご記入のうえ、「新
規」「更新」「中途加入」のいずれか
に○を付けてください。

お客様に発生した様々なサイバーリスクに関するトラブルやインシデントについて、専用ダイヤルにて
365日24時間サイバー専門組織が対応し、初動対応から保険金請求、再発防止に至るまでワンストップ
でご支援します。

サイバーリスク総合支援サービスのご案内
サイバーリスクに関連する次のサービスをご用意しております。詳細は、代理店または東京海上日動までお問い合わせください。

サービス 概要 ご利用対象

緊急時ホットライン
サービス サイバーリスク

保険加入者限定

Tokio Cyber Port＊2上で、次のようなサイバーリスクに関する情報・ツールをご提供します。
①インシデント対応フロー
②従業員の皆様向けテキスト
③サイバーリスク情報誌
④メールマガジンの定期配信（サイバーリスクに関するニュースダイジェストのお届け、セミナー情報のご
案内等）

情報・ツール
提供サービス どなたでも

利用可能＊2

セキュリティ対策にお悩みの皆様向けに、ニーズに合わせたソリューションをご案内するツールです。サイバーソリューションナビ
（専門事業者紹介サービス）

どなたでも
利用可能＊2

お客様の所有するドメインを外部から定期的にモニタリングし、特に早期に対処すべきと考えられるセ
キュリティ上の課題を発見した場合にお客様に対してアラート通知を行い、一般的に推奨される対応策に
ついて情報をご提供するサービスです。

サイバーリスク・
モニタリングサービス サイバーリスク

保険加入者限定

米国ガイドワイア社のノウハウを活用し、企業がさらされているサイバーリスクの要因を様々な角度で分
析し、業界内でのベンチマークや定点観測としてご利用いただけるサイバーリスクベンチマークレポート
をご提供します。

ベンチマーク
レポートサービス サイバーリスク

保険加入者限定

一定のシナリオに基づいたサイバーリスクに関する想定最大損害額を簡易算出し、定量的にリスク診断を
実施します。

簡易リスク診断サービス
（定量リスク診断サービス） どなたでも

利用可能＊2

※本サービスの内容は、変更・中止となる場合があります。
＊1 ご利用の際は、「ご加入者名」「加入者番号」を確認させていただきます。
＊2 ご利用には、Tokio Cyber Portへの無料会員登録が必要です。

無料

無料

無料

無料

無料

東京海上日動の緊急時ホットラインサービス＊1

0120-269-318
ブ ロ ッ ク サ イ バ ー
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加入依頼書ご記入例

1

2 加入者情報をご記入ください。

4 オプション（スクールバス・乗用車
搭乗者の傷害特約）を付帯される
場合は、登録番号、定員数をご記
入ください。

3 加入タイプ、塾生数をご記入くだ
さい。

5 「加入タイプの塾生１人あたりの保
険料」×「塾生数」の金額を記入し
てください。
※オプションを付帯される場合は、
総定員数、「総定員数」×4,820
円の金額をご記入ください。

6 塾総合保険保険料とスクールバス
保険料、サイバーリスク保険の合
計保険料をご記入ください。

7 中途加入の場合は⑥で記入した合
計保険料に中途加入の保険始期に
応じた係数を掛け合わせた金額を
記入してください。

8 告知事項申告欄です。質問に沿っ
て「はいorいいえ」、「ありorなし」
をご記入ください。申告に「はい」
もしくは「あり」がある場合は内容
の詳細をご記入ください。

9 ご記入内容を確認のうえ、訂正時
はご捺印ください。

10 加入依頼書を全国学習塾協会
（03-6915-2294）へＦＡＸ後、同封
の返信用封筒にてご返送ください。

＜塾総合保険（傷害部分）、傷害保険の場合＞
①事故の通知：事故が発生した場合には、３０日以内に代理店または保険会社にご連絡ください。　②ケガを被ったとき既に存在していたケガや病気の影響等に
より、ケガの程度が加重された場合は、お支払いする保険金が削減されることがあります。
＜塾総合保険（賠償部分）の場合＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となりうる偶然な事故または事由が発生したことを知ったときは、遅滞なく事故発生の日時・場
所、被害者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡が
遅れた場合には、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。

＜サイバーリスク保険：サイバーセキュリティ事故対応費用（訴訟対応費用、緊急対応費用を除く）＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となる偶然な事故を発見したときは、遅滞なく、事故発生の日時・場所、事故発見の日時、被害
者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他の必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡が遅れ
た場合は、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。なお、保険金請求にあたって攻撃内容やインシデントの詳細等の情報のご提出
が必要となります。
＜サイバーリスク保険：緊急対応費用＞
サイバー攻撃が疑われる突発的な事象を被保険者が最初に発見した日の翌日から30日以内、かつ、被保険者が緊急対応費用を負担する（支払が未済で
あっても業者に発注・依頼済みの場合を含みます。）より前に、引受保険会社（東京海上日動の緊急時ホットラインサービスを含みます。）にその事象の発生に
ついてご連絡ください。ご連絡がない場合は、その事象を最初に発見した日の翌日から30日以内に生じた費用のみ補償対象となります。なお、保険金請求に
あたってはサイバー攻撃が疑われる突発的な事象の発生を客観的に示す情報のご提出が必要となります。

＜サイバーリスク保険：上記以外＞
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となりうる偶然な事故または事由が発生したことを知ったときは、遅滞なく、事故発生の日時・場
所、被害者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他の必要事項について、書面で代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡
が遅れた場合は、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。なお、保険金請求にあたって攻撃内容やインシデントの詳細等の情報の
ご提出が必要となります。
＜共通＞
保険金請求権には、時効（３年）がありますのでご注意ください。

【示談交渉サービスは行いません】
この保険には、保険会社が被害者の方と示談交渉を行う「示談交渉サービス」はありません。事故が発生した場合は、被保険者ご自身が、保険会社の担当部
署からの助言に基づき被害者との示談交渉を進めていただくことになりますので、ご承知置きください。また、保険会社の承認を得ずに被保険者側で示談締結
をされたときは、示談金額の全部または一部を保険金としてお支払いできないことがありますので、ご注意ください。
【保険金請求の際のご注意】
責任保険において、被保険者に対して損害賠償請求権を有する保険事故の被害者は、被保険者が引受保険会社に対して有する保険金請求権（費用保険
金に対するものを除きます。）について、先取特権を有します（保険法第22条第1項）。「先取特権」とは、被害者が保険金給付から他の債権者に先立って自己
の債権の弁済を受ける権利をいいます。被保険者は被害者に弁済をした金額または被害者の承諾を得た金額の限度においてのみ、引受保険会社に対して
保険金を請求することが出来ます（保険法第22条2項）。
このため、引受保険会社が保険金をお支払いできるのは、費用保険金を除き、次の①から③までの場合に限られますのでご了承ください。
①被保険者が被害者に対して既に損害賠償としての弁済を行っている場合　②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認できる場合
③被保険者の指図に基づき、引受保険会社から被害者に対して直接、保険金を支払う場合

加入依頼日をご記入のうえ、「新
規」「更新」「中途加入」のいずれか
に○を付けてください。

お客様に発生した様々なサイバーリスクに関するトラブルやインシデントについて、専用ダイヤルにて
365日24時間サイバー専門組織が対応し、初動対応から保険金請求、再発防止に至るまでワンストップ
でご支援します。

サイバーリスク総合支援サービスのご案内
サイバーリスクに関連する次のサービスをご用意しております。詳細は、代理店または東京海上日動までお問い合わせください。

サービス 概要 ご利用対象

緊急時ホットライン
サービス サイバーリスク

保険加入者限定

Tokio Cyber Port＊2上で、次のようなサイバーリスクに関する情報・ツールをご提供します。
①インシデント対応フロー
②従業員の皆様向けテキスト
③サイバーリスク情報誌
④メールマガジンの定期配信（サイバーリスクに関するニュースダイジェストのお届け、セミナー情報のご
案内等）

情報・ツール
提供サービス どなたでも

利用可能＊2

セキュリティ対策にお悩みの皆様向けに、ニーズに合わせたソリューションをご案内するツールです。サイバーソリューションナビ
（専門事業者紹介サービス）

どなたでも
利用可能＊2

お客様の所有するドメインを外部から定期的にモニタリングし、特に早期に対処すべきと考えられるセ
キュリティ上の課題を発見した場合にお客様に対してアラート通知を行い、一般的に推奨される対応策に
ついて情報をご提供するサービスです。

サイバーリスク・
モニタリングサービス サイバーリスク

保険加入者限定

米国ガイドワイア社のノウハウを活用し、企業がさらされているサイバーリスクの要因を様々な角度で分
析し、業界内でのベンチマークや定点観測としてご利用いただけるサイバーリスクベンチマークレポート
をご提供します。

ベンチマーク
レポートサービス サイバーリスク

保険加入者限定

一定のシナリオに基づいたサイバーリスクに関する想定最大損害額を簡易算出し、定量的にリスク診断を
実施します。

簡易リスク診断サービス
（定量リスク診断サービス） どなたでも

利用可能＊2

※本サービスの内容は、変更・中止となる場合があります。
＊1 ご利用の際は、「ご加入者名」「加入者番号」を確認させていただきます。
＊2 ご利用には、Tokio Cyber Portへの無料会員登録が必要です。

無料

無料

無料

無料

無料

東京海上日動の緊急時ホットラインサービス＊1

0120-269-318
ブ ロ ッ ク サ イ バ ー
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加入手続き
（送金・加入依頼書送付）

保険期間

中途加入

加入者票

申込は2025年4月4日（金）まで
毎月１５日締切、翌月1日付加入となります。

2025年5月1日午後４時から2026年5月1日午後４時まで

ご加入内容をご確認ください。
ご加入・更新いただく前に保険商品がご希望に合致した内容となっていることを再度ご確認ください。加入依頼書の記載事項等につきましては、パン
フレットＰ11記載の「ご加入内容確認事項（意向確認事項）」にそってご確認ください。ご不明な点等ございましたら、代理店ジャパン・リスク・マネジメ
ント株式会社までお問い合わせくださいますようお願いいたします。

◇お問い合わせ先

公益社団法人全国学習塾協会（受付:平日9：30-17：30）

〒170-0005　東京都豊島区南大塚3-39-2南大塚MTビル5F
TEL： 0３-６９１５-２２９３　FAX： ０３-６９１５-２２９４

◇代理店
ジャパン・リスク・マネジメント株式会社
TEL： ０３-５５４２-１９７８ （担当：松井、恩田）

◇引受保険会社
東京海上日動火災保険株式会社
［担当課］広域法人部　法人第二課
〒102-8014　東京都千代田区三番町6-4 
TEL： ０３-３５１５-４１５３

このパンフレットは、塾総合保険、交通乗用具搭乗中の傷害危険担保特約付帯傷害保険、サイバーリスク保険の概要をご紹介したものです。ご加入にあたって
は、必ず「重要事項説明書」をよくお読みください。詳細は、ご契約者である団体の代表者にお渡ししてあります保険約款によりますが、内容についてご不明な点
がある場合には、団体、代理店または保険会社までお問い合わせください。ご加入を申し込まれる方と被保険者が異なる場合は、このパンフレットの内容を被保
険者にご説明いただきますようお願い申し上げます。

2025年2月作成　24T-002217

5月中旬から下旬頃に発送となります。

ご加入手続きについて

加入対象者
全国学習塾協会の正会員の方で、主として未成年者を対象とする学習、珠算、書道、外国語、華道、茶道、ピア
ノ、絵画等の塾が対象となります。
※以下のような塾は対象とはなりませんのでご注意ください。
①野球、水泳、スキー、テニス等スポーツを指導するもの　　②もっぱら小学校就学前の乳幼児を対象とするもの
③主たる指導方法が通信教育によるもの　　④学校教育法が規定する学校、専修学校および各種学校
不登校児を対象とした全日制のクラスがある学習塾、一定の頻度で定期的にスポーツ指導を行う学習塾等、このような幅広
い活動をされている場合は個別にお引受けいたしますので、パンフレット記載のお問い合わせ先までご相談ください。

加入手続き
所定の加入依頼書及び払込取扱票に必要事項をご記入・ご捺印のうえ、お近くの郵便局あるいはゆうちょ
銀行から貴塾の保険料をご送金ください。
※送金手続きの締切（加入依頼書送付日締切）は、4月4日（金）です。送金されてから公益社団法人全国学習塾協会で着金を
確認するまでに約1週間かかりますのでご了承ください。加入依頼書は同封の返信用封筒にて団体宛てに送付ください。
ご加入後、加入内容変更や脱退される際は、変更日、脱退日前にご連絡ください。
※保険期間中、本契約の加入対象者でなくなった場合は脱退の手続きをいただく必要があります。
その際の連絡先は下記代理店までお願いいたします。

中途加入に
ついて

毎月1日付での加入が可能です。
その場合の送金手続きの締切日（加入申込締切）は、毎月補償開始月の前月15日となります。
（保険期間は2025年5月1日午後4時から2026年5月1日午後4時まで、中途加入の補償開始時刻は毎月1日午後4時となります。）

中途加入保険料
の計算式

塾総合保険、サイバーリスク保険：1名分の年間保険料 × 加入時に把握可能な最近の会計年度の塾生平均数 
× 未経過月数／12
（例）Bタイプに7月1日付けで生徒数100名の塾が加入する場合

1名分の年間保険料197円、未経過月数10ヶ月ですから、中途加入保険料は下記の通りとなります。
●197円×100名×10／12 ＝ 16,416.666⇒16,417円（１円未満四捨五入）

塾生の人数に
ついて

塾生の人数は、加入時の把握可能な最近の会計年度等の塾生名簿の平均数をもとにご加入ください。保険期間中の塾
生の人数による精算は原則として行いません。ご申告の塾生徒の人数が加入時に把握可能な最近の会計年度の実際の塾
生平均数の人数に不足していた場合には、申告された人数に基づく保険料と、把握可能な最近の会計年度等の実際の塾生
平均数に基づく保険料の割合により保険金が削減払いとなりますのでご注意ください。
※見込の生徒数ではありません。

加入者票に
ついて

5月中旬以降、加入塾には総合補償制度加入者票を順次発行いたします。
ご意向通りの加入内容になっているかをご確認ください。6月末までに加入者票が届かない場合は、お手数ですが団体窓
口にご連絡ください。

〒103-0027
東京都中央区日本橋1-14-7
明治安田生命江戸橋ビル9F 代理店は保険会社との委託契約に基づき、保険契約の締結・契約の管理業務等

の代理業務を行っております。 したがいまして、代理店との間で有効に成立したご
契約につきましては、保険会社と直接締結されたものとなります。

加入手続き・中途加入（含保険料）は、裏表紙「ご加入手続きについて」をご確認ください。

J.J.A.総合補償制度
ご加入のご案内

公益社団法人全国学習塾協会正会員の皆様へ

https://www.jja.or.jp/
https://www.facebook.com/gakusyujukukyoukai/

2025年度版

是非ご検討
ください！！

●塾の管理者責任など
●通塾中の自転車事故による塾生徒のケガも対象です。
●情報漏えい、サイバー攻撃等に備えることができます。

塾を取り巻
く

様々なリス
クへの

備えは万全

でしょうか
？

①塾総合保険 人格権侵害担保特約＋＋ 交通乗用具搭乗中の傷害危険
担保特約付帯傷害保険

②サイバーリスク保険



公益社団法人全国学習塾協会　御中

中途加入の期間係数表：中途加入の際は、合計年間保険料に係数をかけて算出してください。

加入（変更）依頼日（記入日）：　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

円

定員

定員

定員

(＊)他の保険契約等(この保険契約の全部または一部に対して支払責任が同じである保険契約または共済契約をいいます。)がある場合は詳細をご記入ください。他の保険契約がある場合、その後契約の内容によっては東
京海上日動にて保険のお引き受けができない場合があります。

=

サ
イ
バ
ー

リ
ス
ク

保
険

塾生総数（塾生平均数） 保険料

保険料を計算してください

名

170円
円

×
=

9/1～ 10/1～6/1～ 7/1～ 8/1～

必ず上記チェック欄を
ご確認ください。

4/12 3/12 2/12 1/12係数 1 11/12 10/12 9/12 8/12 7/12 6/12

×
名

中途加入の際は、下表の中
途加入期間係数をかけた金
額をご記入ください、

合計保険料

円

保険料を計算してください

登録番号

登録番号

登録番号

名

名

名

スクールバスの登録番号

円

スクールバス総定員数

人数をご記入ください

名

総定員数（名）をご記入ください

× 4,820円

タイプ

Ａ：１１４円
Ｂ：１９７円
Ｃ：３６３円
Ｄ：５２９円

教室等複数の施設をお持ちの場合は、教室名、住所を裏面へご記入ください　➡➡➡

上記「ご加入に際して」を確認し、保険契約者
である団体に対して加入を依頼します。加

入
依
頼
者

電話番号

塾総合保険

２０２５　年　５　月　１　日　午後　４　時　～　２０２６　年　５　月　１　日　午後　４　時団体保険期間

〒
☆住所

J.J.A.総合補償制度 ： 団体契約加入（変更）依頼書　

印
様

⑤加入依頼書をもって保険料算出基礎数字を申告すること
⑥申告内容に基づいて保険料を算出すること
⑦申告内容が誤っていた場合、後日保険料の追加請求や返
還が必要となったり、保険金が支払われないまたは削減され
る場合があること
⑧加入依頼書記載事項が事実と相違ないこと

ご加入に際して

加入（変更）日

区分 更新 新規 脱退 変更

２０　　　　年　　　　月　１　日

私は、以下の事項について確認・同意の上、加入を依頼します。

①当塾が全国学習塾協会の正会員であること
②重要事項説明書の内容
③重要事項説明書添付の「ご加入内容確認事項」の内容
④パンフレット記載の「個人情報の取扱いに関するご案内」
の内容

☆塾名

☆代表者名

【塾総合保険】★または☆が付された事項は、ご契約に関する重要な事項（告知事項）です。ご加入時に告知事項について正確にお答えいただく義務があります。お答えいただいた内容が事実と異なる場合や告知事項について事実を記載しない場合は、ご
契約を解除することがあります。☆が付された事項に内容の変更が生じた場合には、遅滞なく取扱代理店または引受保険会社にご連絡ください。ご連絡がない場合はご契約を解除することがあります。ご契約を解除する場合、保険金をお支払いできないこと
がありますので、ご注意ください。【サイバーリスク保険】ご加入後に加入依頼書等に☆が付された事項（通知事項）に内容の変更が生じることが判明した場合は、すみやかにご加入の代理店または引受保険会社にご連絡いただく義務があります。ご連絡が
ない場合は、保険金をお支払いできないことがあります。また、変更の内容によってご契約を解除することがあります。

見込みではなく、加入時の把握可能な直近の会計年度等の塾生名簿
の平均数をもとにご加入ください

加
入
内
容

保険料

保険料を計算してください

見込みではなく、加入時の把
握可能な直近の会計年度等
の塾生名簿の平均数をもとに
ご加入ください

塾生総数（塾生平均数）加入タイプ 保険料

（
ス
ク
ー

ル
バ
ス
・
乗
用

車
搭
乗
中
の
傷
害

）

オ
プ
シ

ョ
ン

11/1～ 12/1～ 1/1～ 2/1～ 3/1～ 4/1～保険始期 5/1～

=

加入タイプをご記入ください

【ご注意：複数の教室や施設をお持ちの方へ】
サイバーリスク保険は事業者全体での加入が必要です。
一部の教室だけの加入はできませんのでご注意ください。 ➡ 左記内容について確認済

サイバーリスク保険

チェック欄（✓をつけてください）

告
知
事
項
申
告
欄

★1.本保険で補償の対象となる危険について、過去５年以内に損害賠償請求を受けたことがありますか（過去に引受保険会社と締結した保険契約の申込み時
において、すでに告知いただいたものを除きます。）。

★2.本保険で補償の対象となる危険について、将来損害賠償請求を受けるおそれのある事実がすでに発生していることを知っていますか（過去に引受保険会社
と締結した保険契約の申込み時において、すでに告知いただいたものを除きます。）。

★3.上記1.2.のいずれかが「はい」の場合は、その具体的な内容

★4過去3年間において、下記に該当する事故が発生したことがありますか。
①不正アクセス等による自社HPの改ざん・データ損壊 ②不正アクセス等による情報（個人情報に限定しません。）の漏えい
③大量データの受領による事業停止・システムダウン（Dos攻撃・DDos攻撃）

塾総合保険

サイバーリ
スク保険

共通
★他の保険契約

等

会社名 満期日 保険種類 支払限度額（保険金額）

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

5/12
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個人情報に関するご案内

保険契約者である企業または団体は東京海上日動火災保険株式会社に本契約に関する個人情報を提供いたします。東京海上日動火災保険株式会社および東京海上グ
ループ各社は、本契約に関する個人情報を、保険引受の判断、本契約の管理・履行、付帯サービスの提供、他の保険・金融商品等の各種商品・サービスの案内・提供、アン
ケート等を行うために利用する他、下記①から⑥の利用・提供を行うことがあります。なお、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）の利用目的は、保険業法施
行規則により、業務の適切な運営の確保その他必要と認められる範囲に限定されています。
①本契約に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含みます。）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係
先、金融機関等に対して提供すること
②契約締結、保険金支払い等の判断をするうえでの参考とするために、他の保険会社、一般社団法人日本損害保険協会等と共同して利用すること
③東京海上日動火災保険株式会社と東京海上グループ各社または東京海上日動火災保険株式会社の提携先企業等との間で商品・サービス等の提供・案内のために、共
同して利用すること
④再保険契約の締結、更新・管理、再保険金支払等に利用するために、国内外の再保険引受会社等に提供すること
⑤質権、抵当権等の担保権者における担保権の設定等に係る事務手続きや担保権の管理・行使のために、その担保権者に提供すること
⑥更新契約に係る保険引受の判断等、契約の安定的な運用を図るために、保険の対象となる方の保険金請求情報等（過去の情報を含みます。）をご契約者およびご加入者
に対して提供すること
詳しくは、東京海上日動火災保険株式会社のホームページ(www.tokiomarine-nichido.co.jp)　をご参照ください。

●　教室等の複数の施設をお持ちの場合には下記に記載をお願いいたします。

19

20

※　複数の施設をお持ちの場合には上記項目を満たす資料を添付いただいても結構です。

22

23

24

13

14

15

21

16

17

4

5

6

1

2

3

☆教室名/事務所名 ☆住所

加入者控および団体控は適宜コピー願います。

代理店

引受保険会社

ジャパン・リスク・マネジメント株式会社
担当：松井・恩田
TEL：03-5542-1978

東京海上日動火災保険株式会社
広域法人部法人第二課

7

8

9

10

11

12

18

25

加入依頼書は保険契約申込書の一部を成します。


